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7.1 リサイクル のモデル化

前章のOPERA-Wモ デルを用 いた分析 により、経済構造の変化による廃棄物削減効果 だけで

は、現実社会の廃棄物削減能力を十分 に評価 し得ない ことが明 らか となった。そ こで、以下で

は リサイクル による廃棄物削減効果 (第三、第四の効果) をモデルに組み込み、よ り現実 に即

した試算が可能 にな るよ う拡張を行 う。

前章にな らい、ミニモデル を用いてモデルへの リサイクルの導入方法 を解説する。表7.1の

通 り、経済 に リサイ クル部門を導入す る。

表7.1 リサイ クルを導入 した ミニモデル

ここで、リサイクル部門は廃棄物 を費用をか けて回収 し有価物にす る部門であ り、WRは 負の

値 をとる。つ ま り、産業1お よび2は 、資本 と労働、中間生産物 を投入 して一次財を生産 し、

その副作用 として廃棄物を排出 している。一方、 リサイ クル部門は、労働な どを投入 して二次

財 を生産 し、そ の副作用 として廃棄物 を回収 して いる ことになる。廃棄物 の排出 ・回収量と各

部門の活動水準 との関係は、前章で見たよ うに排出係数の設定の仕方 によ って異なる。つ まり、

ここでは各産 業の投入量 と産出量および廃棄物排 出量 との間には、直接 的なマテ リアル ・バ ラ

ンスを必ず しも想定 していな い。 リサイ クル部門における、回収 される廃棄物 と製品との関係

も同様で ある。

厳密 には、以上の定式化で表現 される リサイクル部門は、必ず しも現実の再生資源回収業や

再生資源卸売業 に対応 しているとは いえない。 この部門の特徴は、 この部門の活動によって廃

棄物の最終処分量Wが 減 ることと、この部門の生産す る財やサー ビスが他の部門や最終需要に

お いて消費され ることである。 この特徴は、 リサイクル活動だけでな く、廃棄物処理活動 にも

該 当する と考 え られ る。両者の区別 は、 リサイクル部 門の生産物の他 の財 との代替関係など、

よ り具体的な定 式化 を行って初めて可能 となる。

そ こで、上記 の リサイクル部門をで きるだけ現実の静脈部門に近似すべ く、次のような仮定
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を導入する。(1) 上記で対象 として いる廃棄物 は、産業1の 生産物の消費に ともなって発生す

る ものとする。(2) リサイクル部門の生産物は、中間投入 にしか用 い られず 、(3) 産業1の 生

産物 とのみ代替され うるものとす る。 これ によ り、産業1が 鉄鋼業で あれば リサイクル部門は

鉄屑回収業、産業1が 製紙業であれ ば リサイクル部門は古紙 回収業 を表す といった関係づけが

モデル上可能 となる。つ まり、前者 を例 にとれば、鉄製品の消費によって鉄屑が発生す る。 こ

の一部を鉄屑回収部門が回収 し、 リサ イクルする。 リサイ クル された二次鉄 は一次鉄 と代替す

る形で産業の原材料 として利用される。 こうしたメカニズムがモデル化 され る ことになる。

(1) の仮定 は次のよ うな排出係数の設定 によ り実装され る。

(2) の仮定はCR=0と お くことによって、(3) の仮定は、産 業1の 製品 とリサイ クル部 門の製

品の合成財 としてX1Rを 考え、これを用いて生産構造を以下のよ うに入れ子状 にする ことによ

って実 装される。

(7.1)

この拡張によ り、負 の係数WRが 導入され ることで、第三 の廃棄物削減効果が直接的に実装 さ

れ る。第四の効果につ いては、以下 のようなメカニズムによって以上の定式 化の中で実現 され

て いる。まず、最終処分量への制約が課せ られ ることによ り、排 出係数 に応 じて各製品の価格

が上昇する。 この上昇幅は産業1の 方が リサイクル部門よ りも大きい。 したがって、(7.1) 式に

よ り産業1か らリサイ クル部門への代替が起 きる。ここで、一般に動脈部門 と静脈部門との投

入係数 を比較 した場合 、前者の方が中間投入の比率が高 く、後者は資本や労働 の比率が高い と

考え られる。す なわち、動脈部門の方が単位生産額あた りの資源消費量が大 きいことになる。

このため、動脈部門か ら静脈部門への代替は、単位 生産額 あた りの資源 消費の減少 につなが る。

投入 され る資源の量が減少すれば、必然的 に廃棄物の量も減少す る。これが第 四の効果である。

ただ し、現実 のデー タにお いては必ず しもこの関係が成立す るとは限 らない。

ここで以上の定式化 を踏 まえ、廃棄物 ・リサイクル政策 の経済学的イ ンプ リケーションにつ

いて考えてみ る。 リサイクル財の生産費用は、回収 ・分別 ・再生の費用か らな る。財 によって

は、 これ らの費用に見合 うだけの販売価格がつ くため、税をかけな くて も リサイクルで利益を

出せ るものが ある。そ ういった財は税 をか けな くて も市場化可能で ある。 しか し、社会全体 で

みる と、 リサ イクルを促進 させる ことの利益は、 リサイ クル財 自体 の生み 出す販売収益 だけで

な く、最終処 分にまわす廃棄物の削減による社会的便益が加わる。廃棄物税 とは、 この社会的

費用 (便益) を税 に反映させることによって、社会全体 として適正な リサイ クル水準 (通常現
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在よ りも高 い水準であろう) を達成 しようとする ものである。

なお、実際のモデル化 においては、上記の仮定 の (1) のよ うに投入物 と廃棄物を一対一に対

応 させる ことは困難である ことが多い。その場合、廃棄物の総排 出量は生産額 に比例 させ、 こ

れ を基準時 点の割合 に応 じて廃棄物の種類別に配分す るといった対応 をす る必要がある。また、

上記のよ うに鉄か ら鉄へ、紙 か ら紙へ といった閉じた循環が成立 して いない品目が存在す るこ

とにも留意 を要する。

7.2 リサ イクル を考 慮 した廃 棄 物 税 の 経 済 モデ ルOPERA-R

以上のよ うな拡張 をOPERA-Wに 施 し、OPERA-Rモ デルを構築 した。二次資源 としては、

産業連関表 の付帯表に屑 と して掲 出されている7部 門9品 目のみを扱 うこととした。二次資源

の品目と発生元、代替製品の生産部門、投入先 を表7.2に ま とめた。この表 の意味は、例えば、

電 力部門か ら排出されたばい じんは、鉱業製品 (具体的 には窯業原料鉱物) と代替可能であ り、

窯業土石部門 (具体的 にはガラス) の原料として投入 されて いる ことを示 して いる。なお、1995

年の産業連関表 には、 この表に掲載 した品目に加 え、鋼船が掲出されて いる。 しか し、 この 品

目は産 出量が600万 円 とごくわずかな上、固定資本形成か ら発生し全量が輸出 されているため、

今回の分析か らは除外 した。

一方、 旧厚生省の産 廃統計は この二次資源の品目分類にほぼ対応 している39。 た だ し、直 接

得 られるのは部門別種類別の廃棄物排 出量のテータ と、種類別の処理処分状 況 のデ ー タ で あ る。

後 者か ら、 産廃種類別 の再生利用量、減量化量、最終処分量が得 られ るので、その比率で排出

量 を比例配分す ることで 、部門別種類別の再生利用量 と最終処分量を得 る。

表7.2  OPERA-Rに おいて扱 う二次資源

39  産廃統計においては、鉄屑と非鉄金属屑が一括 して金属屑として掲出されている。これ につ

いては各部門か らの回収 量を連関表の発生額で比例配分 した。
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したが って、連関表か らリサイ クルの金額データを、産廃統計か ら物量データをそれぞれ得

る ことができる。 これ によ り、回収係数が計算できる。ただ し、産廃統計にお いては、連関表

では発生部門にあげられて いない部門か らも当該二次資源が排出 ・再生利用されて いる場合が

見 られ る。 これ について、本研究において は連関表 のデータを優先 し、連関表 に記載のな い部

門か らの リサイ クルは考慮対象か ら外 して いる。 これ は、金額データの信頼性 を重視 したため

である。

排出係数につ いては、基準均衡 において各部門か ら排出され る廃棄物 の最終処分量と本研究

にお いて考慮対象 とした再生利用量の和を中間投入の合計で除 した商を採用 した。これによ り、

部門別の排出量 と回収量 (負値) の合計が、基準均衡 にお ける最終処分量 に一致 することにな

る。 また、 この仮定 は、本モデル にお いては排出 され た廃棄物の中間処理 (減 量化) のプロセ

ス を明示的 には扱わな いことを意味する。以上 に加 え、二次資源 の品 目ごとに、再生利 用量が

排出量を上回る ことのないよう、マテ リアル ・バ ランスの制約を設 けて いる。す なわち、表 の

例で言えば、再 生繊維屑の繊維産業への投入量が、繊維産業か らの繊維屑の排 出量 (最終処分

量+再 生利用量) を超えてはな らな いことを意味す る。

最後 に、静脈産業の投入構造 について は、品 目別 のデータの入手が不可能で あったため、全

国製紙原料商工組合連合会 (第3章 参照) の 「平成4年3月 調 故紙卸売業実態調査報告書」

記載の古紙 問屋 の原価構成デー タを もとに、投入比率 を推定 した。 また、一次資源 と二次資源

との代替弾力性 についても、説得力ある品 目別デー タが存在 しな いため、各財一律 にパ ラメー

タ として与えた。ただ し、パルプ と古紙 との代替弾力性については、鷲 田 (1995) による推計

結果が存在する。1982年 か ら1991年 までの年次系列データを用 いた回帰分析 の結果、 σ=

0.3204 (3.915) という値が得 られて いる。そ こで、結果 の分析 において は これ を一つの参照 点

として考 えることとす る。

なお、OPERA-Rと その他の廃棄物を扱 った一般均衡モデル との相違点は以下 の通 りで ある。

まず、宮 田 (1998) および宮田 ・厖 (1999, 2000) は、いずれ も都道府県 レベルを対象 とした

モデルであ り、分析の内容 も前者は家庭廃棄物の有料化、後者は リサイ クル活動 の評価である。

リサイクルのモデル化 に関 しては、宮 田 ・厖 (1999) は一次財 と二次財 を完全代替 として扱 う

というかな り強い仮定 をおいてお り、宮 田 ・厖 (2000) にお いては これが コブ ・ダグラス型 に

緩和 されたが、重要なパ ラメータである代替弾力性が1に 固定 されている とい う点では未 だ大

きな制約が残って いるといえる。

増井 ら (2000, 2001) は全国を対象と した逐次均衡型のモデルである。 リサイ クルのモデル

化 については、増井 ら (2000) にお いては一次財 と二次財が コブ ・ダグ ラス型で代替す るとい

う設定であったが、増井 ら (2001) においては 「リサイ クル財と通常 の生産財 の間の関係は、

長期的には代替 されるが、短期的には補完 される」 とされてお り、本論 文が主た る分析対象 と

している課税 による価格代替効果はモデルに含 まれて いないと考え られ る。

OPERA-Rの 生産構造は図7.1の 通 りで あり、部 門分類は表6.4記 載のOPERA-Wの 分類

に、上記の表7.2記 載の二次資源回収部門が加わる。
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図7.1 OPERA-Rの 生 産 構 造
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表7.3 廃棄物排出 ・回収 関連データ (OPERA-R)

表7.4 再生資源のマテ リアル ・バ ランス (基準均衡)

また、OPERA-Rに お いては各部門の中間投入の合計量 に比例 して、廃棄物が排出 される と

仮定す る。各部 門の投入量 と廃棄物 の排出 ・回収量 との関係 は、表7.3を 参照の こと。表7.4

は、本モデルにお ける再生資源のマテ リアル ・バ ランスを、基準ケースの値 を用いて示 した も

のである。各部 門か ら排出 され る廃棄物が、本モデルにお いて どの再生資源 と対応 して いるか

がわか る。縦方向は、各部門が排出す る廃棄物 の内訳 を示 して いる。各部 門は、これ ら再生可

能廃棄物の他、再生不可能な廃棄物を排出 している。 これ らはその まま最終処分 され る。再生

可能廃棄物の うち、実際に回収 されなか った ものについて も最終処 分に回ると想定されている。

再生可能廃棄物およびその他の廃棄物の排出割合 は、基準 ケースの値で固定 されている。横方

向は、各再生資源のマテ リアル ・バ ランス を示 している。すなわ ち、静脈部門によって回収 ・

再生 される量は、 この表における再生可能量の値 を上回る ことのないよう、制約 されている。
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7.3 分 析 結 果

課税のみによる廃棄物削減効果には限界がある

以上の設定 に基 づき、 リサイクルを考慮 した場合の廃棄物税 による廃棄物 削減効果の試算 を

行 った。 しか し、 このモデルに単純に課税 した場合、一次財 と二次財 との代替弾力性パ ラメー

タの値 に依 らず 、1%に 満たないわずかな削減率の段階で計算が破綻 して しまった。

図7.2に 、一次財 と二次 財との代替弾力性 と税率、排 出制約 との関係を示す。この場合、0.1%

弱の排出削減に1000円 弱の課税を要す るという結果 となった。代替弾力性 をより大 きくすれ

ば、この図の範囲よ り制約を厳 しくして も計算 をす ることはできる。 しか し、先の鷲 田による

パ ルプと古紙 の代替弾 力性 か ら類推 して、弾力性が1よ り大きいとは考え にくい。また、先の

OPERA-Wモ デルよ りも制約が緩い段階で計算不能 とな ったのは、生産 が相対的に少ない静脈

部門を複数追加 した ことによると考え られ る。 いずれにせ よ、 リサイ クル による削減効果を加

えたモデルにおいても、廃棄物税による廃棄物削減効果 はわずかである とい う結果 となった。

この原因 としては以下のよ うな メカニズムが推測 される。 リサイクルによる廃棄物削減効果

の原動 力は、課税によ り一次財の価格が上昇す る一方、二次財の価格は相対 的に上昇せず、結

果 として生 じる相対価格の変化 によって一次財か ら二次 財への代替が起 こる ことである。 しか

し、上記 のとお り、実データで試算 したところ、想定 していたほどの価格差が生 じなかった。

結果と して、十分に代替が進まず排 出削減 につなが らなかったものと考え られ る。

価格差が生 じなかった理由は、次のように考 えられる。二次財の生産 (回収) には一次財の

投入が必要である。 このため、課税 による一次財の価格 上昇が二次財の生産 コス トを押 し上げ

図7.2 一次財 と二次財の代替弾力性 と廃棄物税率 との関係
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て しまい、二次財の価格 も上昇 して しまった可能性が高い。 こうした投 入財の価格 の影響 は、

部分均衡 のモデルでは評価する ことがで きない。一般均衡モデルの特徴が現れた結果 といえる。

この結果 には、一般 均衡モデルの もう一つ の特徴 も影響 を与えて いると考え られる。それ は、

生産関数が規模 に関 して収穫一定 を仮定 していることである。 このため、一般均衡モデル にお

いては規模の経済効果が働かない。今回の結果 に即 して いえば、廃棄物税 の導入 によ り静脈部

門の生産が増えた場合・規模の経済が働 けば価格低下につながるはずで ある。 これによ り、相

対価格差が生 じるため・規模 の経済が働 かない本モデル の結果よ りも代替が進み廃棄物の削減

につながると考 え られ る。

実際、付録3で 紹介 しているヒヤ リングにおいては、古紙問屋 の設備稼働率は全国平均で70%

と、少なくとも当時は設備 に余裕があった ことが示 されて いる。 したが って、 この点 に関 して

はある程度の規模 の経済効果が働 く可能性が示唆され る。一方で、付録4で 紹介 して いる構造

改革の進む ドイ ツとは異な り、 日本の静脈産業 は全体 としては零細な企業 が未 だ多 く (吉 野

1996)、 特に回収の面については必ず しも規模 の経済効果が働 くとはいえないと考えられ る。

一方で、前章で見た最終処分量削減の要因分解か らは、第1の 要因、す なわ ち排出後の中間

処理や リサイ クルな どによる廃棄物 削減要因の寄与が大きい ことが示 されていた。 この要因の

うち、中間処理 によ り減量化の効果 につ いては、経済的削減効果の分析 に主眼を置く本モデル

では明示的に扱 っていない。 また、 リサイ クルにつ いて もデー タの制約によ りきわめて限定 さ

れた形で しか導入 されて いない。したが って、現実 には最終処分 の制約 (最終処分料金の上昇)

への対応 として は、 リサイクルよ りも減量化が主 になって削減が進んでいる可能性 もある。

静脈産業への補助金の導入

以下では、本モデルの枠組みの中で廃棄物 の削減を進 める方策を検 討す る。そ こで、次 のよ

うに、もう一段の リサイクル推進イ ンセ ンティブを加 える こととした。す なわち、廃棄物税 を

財源 として、静脈産業 に補助金 を与えるのである。具体 的には、各部 門の廃棄物の回収量 に比

例 し、廃棄物税の税率の絶対値 を比例定数 とす る補助金 を静脈製品に与 える。 これは、廃棄物

の限界削減費用 と同額の補助金 を廃棄物 の削減主体 に還元する ことを意味するので、きわめて

効率的な配分方法 といえる。 これ によ り、課税 による一次財の価格上昇 メカニズムと補助金 に

よる二次財の価格低下 メカニズム をあわせ 、十分な価格差 を生み 出す ことが可能となる。

計算の結果は予想の とおりで、補助金 の導入 によって大幅に廃棄物 の削減が可能 とな った。

図7.3は 、補助金 を導入した場合の一次財 と二次財 との代替弾 力性 と税率、排出制約 との関係

を示 したものである。図7.2と 比較す ると弾力性 の変化 に応 じた税率 の変化量が大きくな って

お り、補助金の導入で一次財と二次財の代替が進みやす くなった ことが現れている。代替弾力

性が大きいほ ど税率が低 く、ゼ ロに近づ くにつれ急激 に税率が上昇す る。同時に、排出制約の

厳 しさによって も税率は大きく変化する。なお、排出制約が9%を 超 えて間もな く、一部の二

次資源が表7.4に 示 したマテ リアル ・バ ランスか ら課され る回収量の上限に達 し、それ以上の
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図7.3 一次財と二次財の代替弾 力性と廃棄物税率 との関係 (補助金あり)

排出削減は計算で きな くな る。弾力性があ る程度よ り小さ くなる と、モデルの非線 形性が強 く

な りすぎ、計算 不能 となる。計算可能な範囲の中では、税率は数百円か ら千円を超える程度の

範囲で推移 している。

先に示 した鷲田 (1995) による代替弾力性 の推計結 果を一つの参照点 として考えると、静脈

産業への補助金を併用する場合 には、 トン当た り1000円 程度 の税率で5%程 度の廃棄物最終

処分量の削減が達成可能であることになる。そ こで、以下では代替弾 力性0.3、5%削 減のケー

ス を用いて試算結果 の検 討を行 う。

図7.4 主要部 門の廃棄物排出 ・回収量
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図7.4は 、各部 門の廃棄物排 出量および回収量を、政策の前後で比較 した もので ある。原点

か ら右側 が排 出量であ り、左側が回収量 となる。一見 して明 らかなとお り、廃棄物 の排 出量は

政策の前後で いずれ も9300万 トン余 りとほ とんど変化 して いない。5%の 最終処分量削減は、

静脈産業の中で も主 として二次鉱業 (ガ ラス屑、ばい じん、鉱滓) の回収量の増加 によ って達

成 されていることがわか る。これは、表7.3か らも明 らかなとお り、単位生産 額あた りの回収

量が最 も大きい二次鉱業部門が 回収 を行 うのが、もっとも効 率的であるためである。

したがって、静脈部門の生産額が軒並み増加 して いる中で も、二次鉱 業部門は飛び抜 けた増

加率を示 して いる (図7.5)。

図7.5 静脈部門への廃棄 物税 の影響

図7.6 動脈部門への廃棄物税の影響
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これ に対 して、図7.6に 見 るとお り、動脈部門への影響はきわめてわずかな もの となってい

る。全体の傾向としては、鉱 業、水道 ・熱供給、鉄鋼な ど、排 出係数の大きい部門の影響が大

きい。窯業 ・土石部門は、排 出係数は5番 目に大きいにもかかわ らず生産額が延びて いる。 こ

れは、表7.2か らもわ かるとお り、二次鉱業の製 品の主たる需要先 とな っているためである。

廃棄物 の回収増加 によ り二次鉱業 の生産が増加する ことに対応 して、窯業 ・土石部門の生産が

増加す る。

一方、一次鉱業部門 は二次鉱業 に代替され るため、相対的に大 きなダメージを受 ける ことが

わかる。 これ に対 して、食料品部門は静脈 部門の中で二番 目に生産額 の増加率が大 きい二次食

料品部門と代替関係にあるにもかかわ らず (表7.2を 参照)、 相対的なダメー ジは小さい。両

者の違いは、動脈 と静脈 を結ぶ物質循環が開いているか閉 じているかの違い と考 え られる。す

なわち、食料品部門は自部門か ら排 出された廃棄物を静脈部門が回収 し、再び 自部門 に投入 し

て いる。 したが って、動脈 と静脈を合体 させた視点で考 えれば、食料品部門は 自部門内で廃棄

物 の削減を して いる ことにな る。そ のため、生産 を維持 しつつ廃棄物を削減す る ことが可能 と

な ったのである。

7.4 ま とめ

以上の設定 にもとづ く試算 によ り、 リサイクル による廃棄物削減効果 をモデルに組み込んで

も、廃棄物税だけでは廃棄物 の削減が困難である ことが明 らか となった。ただ し、廃棄物税の

税収を静脈産 業への補助金 として還流す ることによ り、廃棄物の削減が進む ことが示 された。

その場合、廃棄物削減 に要す る税 率は、パ ラメータに大 きく依存するものの、5%削 減におおむ

ね1000円 程度 との結果 となった。 また、物質循環 の構造が閉じている部門と開いている部門

で は、課税 による影響が大 きく異な ることが明 らかとな った。 したが って、廃棄物税 のような

政策の評価 にお いても、物質循環 の構造を考慮す る ことが重要であるといえる。

先に確認 した とお り、本モデル にお いては リサイクル以外の中間処理 による廃棄物削減効果

を明示的にはモデル化 して いない。 この ことが、課税 だけでは排出削減が進 まな い一因 となっ

ていると考え られる。 また、現実 の社会にお いては課税や排出規制の導入は不法投棄の増加に

つなが る。本論文において は、不法投棄がない場合の廃棄物削減費用を明 らかにす ることを到

達 目標 としていたため、不法投棄 について も扱 ってはいない。実際の政策 に活 かすため にはこ

うした側面に関す る分析 も必要 となる。ただ し、 いずれ も説得力あるデータの入手 は現状では

困難であ り、代替弾力性 と同様に何 らかのパラメータを用いなければモデル化は難 しい。
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第8章 結論

本論文においては、循環型社会に向けた政策 を検 討す るにあたっては、社会的物質循環 の複

雑な実相 を的確に反映す ることが不可欠であるとの認識 に立ち、物質循環の多様性 を反映 しう

る指標の開発 (第1部) と、物質循環の多様性 を考慮した政策の評価 (第2部) を行 った。

第1部 では、循環型社会 に向けた政策 の基礎 として、物質循環の多様性 を反映 しうる指標で

ある循環度 を開発、提案 した。まず、第3章 にお ける日本 の紙 リサイクル を題材 とした分析に

よって、従来の指標で ある回収率や利用率では反映できない物質循環 の構造が、循環度 によっ

て簡潔 に指標化 される ことが明 らか となった。さ らに、第4章 においては、循環度 を個人の行

動の指標 として拡張 し、 これが購買行動と回収行動 との不整合の問題に対処す る情報提供の手

段 とな りうる ことを示 した。また、第5章 においては、循環度 を国際的な物質の移動 をも把握

できるように拡張 し、アジア地域の紙資源のマテ リアル ・フローの実態を分析 した。

第2部 で は、循環型社会に向けた政策手法の代表 として廃棄物税 を取 り上げ、 これを評価す

るための経済 モデル を構 築 した。 これ を用いて、所定の削減 目標 を達成するため に必要 とな る

廃棄物税の税率を求めた。また、廃棄物税が各主体 に与え る影響につ いても、お もに生産額の

変化の観点か ら評価 した。

廃棄物税 の持つ経済的な廃棄物 削減効果は経済構造の変化の効果 とリサイクルの効果 とに分

類できる。そ こでまず、第6章 では前者のみを組み込んだモデル によ り分析を行 い、経済構造

の変化のみで は現実 の社会の持つ廃棄物処理能 力を十分 に反映できないことを確認 した。 これ

を受け、第7章 では リサイ クルの効果をもモデルに組み込 んで分析 を行 った。 しか し、 この場

合 も課税だけでは廃棄物 の削減は困難で ある という結果 となった。そ の理由は、課税 による動

脈製品の価格上昇が静脈産業の費用 をも押 し上げ、結果 として静脈製品の価格 も上昇 して しま

い十分な価格差が生 じないためである と考え られ る。そ こで、政策的に価格差を生むべ く、静

脈産業に廃棄物 回収量に比例 した補助金 を与えた ところ、政策的 にも実現可能な税率で廃棄物

の削減が可能 となる ことが示された。 この結果は、モデルの構造や入力データ に依存 した もの

ではある。 しか し、現 在のモデル において も日本におけ る静脈産業の実態がある程度 は反映 さ

れてお り、現実 の廃棄物税の導入 に対 して も一定の政策的示唆 を与える と考え られる。

また、廃棄物税の部門別 の影響 については、排 出係数の大きさだ けでなく各部門が関係す る

物質循環 の形態によっても大き く異なる ことが明 らか とな った。政策の影響評価 においても、

物質循環 の多様性 を考慮す ることが必要であることが、 ここでも確認 された。

社会の物質循環 の複雑性や多様性 を捉えることは、循環型社会 に向 けた政策 を検 討す る上で

重要と考え られる。 にもかかわ らず 、これを実際の政策 に反映させ る試みは、 これ まで十分に

行われて こなかった。本論文において行った指標の開発 と政策の評価 は、 この点で独 自の貢献

となるもの と考え られ る。 ここで開発 された手法が、物質循環の多様性 を政策 に反映 し循環 型

社会の形成を促進す る一助 となれば幸 いである。
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付1.1 環境 学 の 目的論

科学と社会の境界

環境学 は、環境 問題 の解決を目標とする学 問である。環境問題 とは、「「環境変化」の中で、

問題のある変化 と感 じている もの を (中 略)「 環境 問題」 と意識」(石 (2002)) す るものであ

り、「「環境 問題」は自然 に決 まることではなく、人がそ う感 じ、定義 しているもので ある」(石 ・

佐藤 (2002))。 したが って、「「環境」(科 学的事実) と 「環境問題」(社 会的価値判断) を区

別す る視 点」(松 原 (2002)) が重要 となる。

こうした科学 と社会 の境界に生起す る問題 を扱 うには、科学論的視点が有効である。環境問

題 を含 め、現代 の科学技術 と社会の接 点で起きている問題 の特徴 として、 (1) 科学者にも答 え

られない問題だが、 「今、現在」社会的合意が必要、 (2) 不確定要素 をふ くむ問題 だが、 「今、

現 在」社 会的合意が必 要である ことがあげ られ る (藤垣 (2001))。 環境学 を志す ものは、環

境問題 は 「科学 に問 う ことはできるが科学だけでは答える ことので きない」(同 上) 問題である

という認識の もとで研究を進める必要がある。

この認識は、 これ までの 日本において支配的であった、科学 あるいは専門家 と社会的意思決

定 との関係のモデル に大きな転換を迫 るものである。審議会 に象徴 されるように、 日本にお い

ては公共性 を国家が独 占し、専門家は国家の意思決定 に科学的な権威づけをす る役割 を担って

きた。 しか し、古 くは1960年 代以降の公害 問題 に代表され るよ うに、 このモデルが公共政策

の 目標である市民の基本的人権 を守る ことに必ず しも役立たない場合が あることが明らか とな

って いる (宮本 (1998))。 そ こで、「日本では科学者集団 も政治集団もどち らも 「閉 じて」い

て、オープ ンな議論空間がな い」(藤垣 (2001)) という現状か ら、「市民的公共性」(齋藤 (2000))

の確立 に向 け科学 と政治の双方 を公開 し、市民一人ひ とりの手に戻 していく作業が必要 となる。

市民の科学としての環境学

この作業は、科学の側 に関 していえば、「市 民のための科学」 (高木 (1999)) あるいは市民

による科学 というべ きもので ある。 もっとも、 こうした試みは最近になって始まったものでは

ない。1963～64年 に行われた静岡県の三島 ・沼津 ・清水2市1町 の住民運動にお いては、官

製のアセ スメン トに対 して市民が独 自のアセス メン トを行 い、その結果当該地域に予定 されて

いた コンビナー ト開発計画が中止 となった (宮本 (1979)) 40。宇井純による公害 自主講座 は

40 この事例は、ローカル ・ナ レッジ (藤垣 (2002)) を地元 にある国立遺伝研究所 の研究者集

団の協 力によ り言語化 したもの といえ、市民 と研究者 との協同のあ り方を示す好例である。
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1970年 か ら15年 にわた り続け られた (宇 井 (1971, 1991))。 都留重人を代表 とする公害研

究委員会は、1963年 の設立以来一貫 して、被害者の立場か ら公害 ・環境問題の解決に取 り組ん

で いる。 こうした先駆的な事例か ら学ぶべ きことは多い。

環境学が市民の科学であるとすれば、専門家 としての環境学研究者の役割 にはどのよ うな可

能性があると考 えられ るか。それは、公共 圏における民主的意思決定に対する一証人 として の

役割 (藤垣 (2001)) といえる。言い換 えれば、学者が真実 を明 らか にするのではな く、個 々

人や社会が真実 とみなす ものを選択するための支援 をするのが学者の役割である という認識で

ある。ただ し、単なる事実の提示 だけでな く、事実 を得るために必要 となる方法論の提示が研

究者には期待 され る。事実の提示 だけであれ ば、方法論 を習得 した市民による科 学によって も

可能であると考え られる。

これを担保する具体的方法 として、研 究結果 の公表 に際 し、研究 の前提条件 とそ こか ら一定

の結論が導 き出 され る論理構成のすべて を公開する ことで、透明性 を確保す る必要がある。そ

の意味では、選択肢の提示に当た り、その前提となる諸条件 と各選択肢 を選択 した場合 の帰結

とを組み合わせ ることで 「事前 に多様な可能性を検 討 し、政策決定のための有用な情報 と して

役立てる」 というシナ リオ分析の手法 (後藤 (1999))が 一つの方向性を示唆 している。

シナ リオ分析 を実行す る上では、モデル を用いた シミュ レーションを利用す る ことができる

41。 しか し、 これまでのシミュ レー ションを用いた研 究において は、モデルの構造式や 前提条

件、入 力デー タやパ ラメー タの値な ど、モデルの内容が十分に明 らかにされない形で、結果だ

けが一人歩 きするケースが多 く見 られた。 これ には、先に見た これ までの科学 と社会との関係

が反映 して いた と考え られ、結果 としてモデルや シミュレー ションに対する不信 を生んできた

面が ある ことも否めな い。

しか し、シミュレー ションを先のシナ リオ分析の手法 に即 して用いれば、市民の科学 のため

の有効な手法 とな りうる。例えば、市民エ ネルギー研究所 (1994) は、2010年 の 日本のエネ

ルギー需給 と二酸化炭 素排出量 を予測す る経済モデル を構 築 した。 これ によ り政府の長期エ ネ

ルギー需給見通 しにな どのエネルギー政策 を批判 し、代替 的な政策 を提示 している。 この成果

は、 シミュレーシ ョンの手法を用 いたか らこそ可能 となった ものである。本論文において も、

こうした研究 を一つの 目標 として念頭 に置きつつ シミュレー ションの手法を用 いている。

もちろん、 これだ けが環境学の手法であるわけではな い。 これ までの環境研 究 における経験

の蓄積 (例 えば都留 ら (1971)) に鑑みて も、科学的知見 の状況依存性 (藤垣 (2001)) か ら

も、問題の起 きている現場 とその背景にある歴史 を重視 した研究が不可欠 といえる。 したが っ

て、環境問題 の研究者 は特定の分野や専門 に限定 されない学際的な取 り組みが必要 となる。公

害研究委員会の代表都留重人は、『公害研究 』(現在は 『環境 と公害 』に改題) の創刊 にあた り、

次 のように述べて いる。「対策 を論ぜず しては公害を論 じえな いとすれば、公害 問題は、否応な

しに学際的取 り組み を求 めている」 (都留(1971))。

41 代表 的 な もの と して 、 メ ドウ ズ ら (1972) な ど。

96



付録1 環境学は どうあるべきか

付1.2 環境 学 の方 法論

環境問題の研究 に学際的な取 り組みが必要であるとすれ ば、その研究者は どのように育成さ

れ るべ きか。 以下では自分 自身の経験 を踏まえつつ、 これ を検討す る42。

T字 型モデルとは

理系の学部 生だ った頃、理学部や工学部の先生に進路の相 談に行き、 自分 は環境問題の研究

者 にな りたいというと、決まって次のような答 えが返って きた。「いきな り環境問題を研究す る

のは無理。 まず は既存の分野で一人前になって、それか ら他分野へ と広 げて学際的な研究を行

うようにしなさい」 と。先生によ っては、既存の分野で一人前になることをTの 字の縦棒 (柱

を立て ること) にた とえ、他分野へ と研究 を広 げることをTの 字 の横棒 にた とえる説明をして

いた。そ こで本稿では、このTの 字 によって象徴 される環境問題研究者の成長様式 を、T字 型

モデル と呼ぶ ことにす る。

彼 らの論拠 は、とりあえず一本柱 を立てておかない と、「研究者 として認め られない」し 「分

析の中心 とな る手法、切 り口が身に付かない」 ということであった。もちろん、理系諸学部だ

けでな く、文科 系の学部に所属する教官 も多 くが こうした見解 を示 していた。多 くの友人たち

は、彼 らの助 言に したがって、特定の専門分野 を持つ学部学科 に進学 していった。現在で も、

研究者の多 くが こう した見解 を示すようである。

しか し、私 自身はT字 型モデル以外の道 を探す必要があると考えている。「東大は公害 を悪化

させ ることはあって も被害者 の救済に役立 ったことはない」という宇井の批判 (宇井 (1971))

は、現在で もそれな りのリア リテ ィをもち、そ の原因の一端 を担 うのが、T字 型モデルによる

研 究者の育成なのではないか と考 えるか らである。その理 由は、一つ には このプロセスにより

特定のジャーナル共同体への忠誠意識 (藤垣 (2001)) が形成され ることが挙げ られる。そ こ

で以下では、T字 型モデル に依 らずに環境問題研 究者 になる可能性を検証す る。

学問のための研究から問題解決型研究へ

最初 に確認すべき ことは、学際的 ・問題解 決型の研究 自体 を、科学の中でよ り積極的に評価

する必要性で ある。実際、「学際的領域の成果は、講座制の大学制度や学界の中では、正当な評

価 を受 けないので、若 い研 究者はさけて通る傾向がつよい」 (宮 本(1996)) といった指摘 も

ある。従来、 こうした研究は基礎研究 に対する応 用研究 として、従属的 ・派 生的なものとみな

されて きた。 しか し、ギボンズは この基礎 と応用 という区別 のかわ りに、知 識生産活動 にお け

42 以 下 は 、 山下 (2000a) を も と に加筆 修 正 した もので あ る。
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る伝統的様式 (モ ー ド1) と新 しい様式 (モー ド2) という新たな区別 を提案 し、学際研究 に

対 して固有の価 値を認め るべきであるとの主張 を展 開 している (ギボ ンズ (1997))。

モー ド1に おいては、個別学問領域の内的論理によって研究 の方向や進め方が決 ま り、研究

成果の価値 は、その分野 の知識体系の発展にいか に貢献 しているかによって決まる。モー ド1

における成功 とは、そ の分野内の同僚によって優秀だ と判断される ことで ある。いわ ば、学 問

自体 のための研究である。

一方、モー ド2は 、社会 に開放 された科学研究の様式であ り、多様な学 問領域か らの参加が

求め られる。課題の設定 とその解決は特定の学問領域ではな く社会の要請によ って規定 され、

社会に対 して研究遂行の内容につ いて明確 に説明す る責任が求め られる とされている。つま り、

既存の分野 における研 究活動がモー ド1で あ り、環境 学のような学際的 ・問題解決型の研究は、

モー ド2と いうまった く別の知識生産様式 として捉 えるべ きであるとい う主張である。

一方、井上は、環境学 と同様に学際的な研究領域 である地域研究の魅力を、格闘技 のメタフ

ァーを用いて描 き出している (井 上 (1999, 2002))。 物理学や経済学な どの既存の学 問分野

をボクシングや空手などの個別格闘技 にたとえ、環境学や地域研究な どの学際的研究を総合格

闘技 にた とえるのである。総合格 闘家は 「個別格闘技 の リングでは負 けるか もしれないが、総

合格闘技 という自分たちのリング上で強 さを発揮する」 もので ある。 にもかかわ らず一般 の評

価が厳 しいのは、 「総合格闘技が個別格闘技 と同 レベル の格闘技 としての市民権 を得て いな い」

ためである と、井上は分析 して いる。学際的研究 に対する既存分野か らの批判が的を得ていな

い ことを示 している。

共同研究から個人研究へ

この総合格闘技論 は、ギボンズのモー ド論よ りもさ らに踏み込んで、問題解決型研 究の可能

性 を示唆 して いる。モー ド論においては、モー ド2の 研究 は異なる専門 をもつ研究者集団の共

同作業 として位置づけ られていた。 しか し、総合格 闘技論 によれば、異なる専門に由来す る方

法 を問題 に応 じて組み合わせることによって、個人で も学際的 ・問題解決型の研究が可能 であ

ることになる。 これはいわば、ボクシングに由来する技 と柔道 に由来す る技を組 み合わせ、同

時に使いこなせ るようになることをめざす ということである。修得 しようとする技が ときには

相矛盾す ることもあ り、それ らを調和させつつ使 い こなすためには相応 の困難 を克服す る必要

はあるが、実現 不可能 というわけではない。

格闘家 としての評価 は、現実 の試合に勝つか否かで決 まる。一方、研 究者 と しての評価は、

格闘技 における試合のような場で はな く、ス トレー トな ど個別 の技の 「切れ味」 を基準 として

行われている。つま り、経済学者 は経済学 という分野全体への貢献よ りはむ しろ、財政な ら財

政、ゲーム論な らゲーム論 (その中で もさ らに細 分化 された領域) という限定 された範囲への

貢献によって評価 されるということである。 したがって、学際的研究者の場合にも、 自身が組

み合わせ ようとしている手法の一つひ とつについては、それが 由来す る既存分野 (その中のそ
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の手法の専門家)  によって評価 を受ける ことが可能である。 これ に よって 、既存分野において

も研究者としての存在証明ができる。

ま た 、 既存分野にお いては単一の手法に特化することで十分 とされ る傾向が強 いため、複数

の手法を使 いこなす だけでも創造的な作業 と考え られ る。ま してや系統の異なる複数の手法を

使い こなす という こ とは 、きわめて創造的な営 み といえ る。組み合わせること自体 の創造性 と、

組み合わせの結果得 られる多元的理解の創造性 という二重 の意味においてである。

専門分野から方法の組み合わせへ

総合格闘技論 においては、専門分野ではなくそれを構成する個別の手法の組み合わせに着目

す ることが重要で あ った 。 この 点 に関 して 、関 ら (1999)  は科学社会学と認知科学の手法を組

み 合 わ せ 、 よ り詳細な分析を行 っている。

関 らは 、専門分野や研究履歴の異なる研究者に対して複合領域的なテー マを示 し、各 自がそ

の 「与え られた漠然 としたテーマをどのよ うに捉え直 して 自分な りの研 究に組み立てるか」 と

い う 、 問題の定式化プ ロセ スを分 析 して い る。結 果 と して 、 (1) 問題 の定式化 プロセスはい く

つかのタイプに分類で きる こと、 (2) そ の 分類 は、各研究者の属する専門領域との間には明確

な対応 は見 られな いこと、 (3) 一 方 で 、 「最近の研究 にお ける研究 目的」や 「利用可能な研究

手続 き」 といった各 自の持つ 「研究の方 向性」 との間 には 、明確な対応関係が見 られ ることが

示 されている  (関 ら (1999))。

つ ま り 、 研究者の属する専門領域 で は な く、 自身の持つ問題意識や利用可能な研究手法によ

っ て 、 問題 の定式化 のされ方、「切 り 口 」が変化するとい う ことで あ る。研究の計画段階におい

て は 、 自身が利用可能な方法論 に照 らして、直面する問題を科学的 に解 明で きる可能性につい

ておおよその見通 しを立てた上で 目標が設定 され る。逆 に い えば 、 自身の持つ方法論によって

明 らかにできる範囲内につ いて しか、対象 として扱 う ことがで きな い とい う ことで あ る。研究

者 は自身の持つ方法論に強く縛られた存在であ る とい え る。

だとすれば、研究者の養成段階において研究内容を特定の方法論の修得に向けて過度に制約

す る こ とは、 その研究者が問題解決型の研究に取 り組む可能性の阻害につなが るのではないだ

ろ うか 。 自身の取り組む問題に応 じて手法 を組み合わせるのではなく、 自身の持つ手法 にあわ

せて問題の一部 を切 り取 る ことにな る。 こうした姿勢では、当の問題が 自身の持つ手法の前提

条件に挑戦するもので あ った 場 合 、有効な成果を出す ことは難 しい。 ま た 、 そ うした挑戦 に際

し て 、 自身の手法の根本的な再検 討を行 うことも困難であると考 えられる。

らせん型モデルへ

ここまで の議論 を通 して、(1) 学際的 ・問題解 決型 の研究 を志す場合には、自分が対象とす

る問題に応 じて 必要となる手法を適宜組み合わせることが有効であること。(2) そのための努
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力は、研究者養成の早期か ら始 める方が効果的と考え られる ことを確認 した。 こうした視点に

立つ場合の研 究者の成長様式 として、 らせん型モデル を提案す る。

らせん型モデルは、成長過程 として も結果 としての知識の形態 として も、T字 型 とは大き く

異なった ものとな る。前者 についていえば、T字 型モデルの場合 まず一本柱 を立て るのに対 し、

らせん型モデルで は、 自分 の問題領域 を囲むよ うに少 しずつ何本 も柱を立てていく (らせん階

段の段を積む) ことになる。結果 としてできあがる形態 の違 いにつ いては、解 決すべき問題 と

の関係についてみた場合、T字 型 においては屋根が覆 うことができる領域が柱 を立てた位置 に

依存するのに対 して、 らせん型の場合にはそ うした問題 は生 じない。一方で、同 じ高 さに達す

るまでの時間は、 らせ ん型の方が よ り長 くかかることにはなる。

こうして 、問題全体 を把握するために必要 となる様々な手法 を少 しずつ身 につけていくこと

で、 らせんを一 回 りした ときには、以前よ りももう一段問題の理解 が深 まって いる と考 え られ

る。 したがって 、 ここで重要 となるのは、各 自の問題認識 に応 じて、必 要 となる手法の組み合

わせ (らせん階段 の段の配置) を考えることである。

実際、すでに様 々な試みが行われて いる。た とえば、オランダでは1970年 代か ら、環境生

物学、環境法、環境社会学 といった個 々の 「環境科学」(environmental sciences)を 、問題解決

型の 「環境学」(environmental science) として統合する構 想が進め られて いる。この 「環境学」

の手法 として例示 されているのは、 ライフサイクル ・アセスメン トや参加型 の資源保全、気候

変動に関す る政策モデルなどである (De Groot et al.(1999))。 あるいは、アクター分析や

政策 ・制度分析 、言説分析 などの手法 によって資源利用の政治経済的側 面を分析す るポ リテ ィ

カル ・エコロジー論 (金沢 (1999))も 、環境問題に対す る手法の組み合 わせ の好例 といえる。

また、本論文 において提案 している、資源の多段階利 用 (カスケー ド) 構 造 を考慮 した資源生

産性 の指標Circulation indices (循環 度) も、数理科学や経済学で用 い られてきた手法 とカス

ケー ド理論 という分析枠組み とを組み合わせたもの といえる (Yamashita et al. (2000) およ

び第1部 を参照)。

付1.3 まとめ

以上の とお り、環境学 は市民の科学 として、公共の意思決定への情報提供 を担 う役割 を持つ

べ きである と考 えている。情報提供 に際 しては、シナ リオ分析の手法 を用 いて透明性 を確保す

る ことが重要 となる。 これ を踏まえ、環境学の研究者の育成様式 として 、従来 の専門分野指向

のT字 型モデル に代わる問題解決指向の らせ ん型モデルを提案 した。本論 文は、こうした意識

に動機づけ られた研究の試みによって生 まれつつある成果の、最初の集 成である。 目標 は遙か

に遠いが、一歩ずつ進 んでいきたい と考えて いる。

100



付録2 循環型社会 とはどのような社会か

付録2 循環型社会とはどのような社会か

付2.1 は じめ に

本論文は循環型社会 の構築に向けて必 要となる政策の検討 を主たる 目的と している。 したが

つて、具体的な分析 に進む前に、そ もそ も循環型社会 とは どのよ うな社会か、その定義を行 う

必 要が ある。 「循環型社会」 という言葉が初めて使われたのは、1990年 に設置 された環境庁の

「環境保全 のための循環型社会システム検 討会」であった (倉阪 (2002)、 環境庁 リサイクル

研 究会 (1991))。

この検 討会で提示 された循環 型社会 という概念は、それ以前の リサイ クル社 会といった概念

と類似 した部分 も多 く、また、検討会の報告書において も必ず しも明確な定義がなされなかっ

た。そのため、この言葉が普及するにつれ、様々な主体が様 々な解釈を行 うようになっている。

2000年 に成立 した循環型社会形成推進基本法が一つの定義 を与えているが 、後で見 るよ うにこ

の定義 は社会 に存在す る循環 型社会に対す る多様なイ メージを十分 に反映 したものとはなって

いない。 また、環境学や循環型社会論 といった確立 した学問分野が存在 し、そ の研究の蓄積 に

よ って 明解な定義が与え られる といった類のものでもない。循環 型社会の多様なイ メー ジの中

には、経済学者か ら見て間違 っていると思われ るものや、物理学的に実現不可能 なものが含 ま

れ るか も知れない。

したが って、 ここで は特定の学問分野や理論に依拠 した論理的考察 によって循環型社会 を定

義づ ける ことはせず、次のような方法 を用 いる。社会の様々な主体 の持つ循環型社会のイ メー

ジを集め、彼 らの用 いる論理 を抽 出 し、それをで きるだけ整合的に組 み合わせて全体 としての

循環型社会のイメー ジを構成する。事例 の収集は、循環型社会を論 じた文献か ら循環型社会の

定義に関す る記述 を集 め、 これ に官庁 の各種資料や地方 自治体 の計画 とイ ンターネ ット検索 に

よって収集 したよ り広い主体のイ メージ とを合わせてデータベースとしている。 このデータベ

ースは、筆者が参加 した持続可能な開発 日本評議会 「循環型社会に向 けた取 り組み報告書」作

成 ワーキ ング ・グルー プにおいて作成された。表 付2.1は 、以下の分析 に引用 した事例の収集

元 を主体別に一覧 としてまとめたもので ある43。

ちなみ に、社会的な定義が確定 して いな い新 しい問題 を研究す る際に、該 当する事例を数多

く集 めそれ を整理す ることで実態に迫ろ うとする このよ うなアプローチには、特筆すべき先駆

例がある。それ は、庄司 ・宮本 (1964) が 『恐 るべき公害』で行 った 日本の公害地図の作製作

業である。 当時、定義はもちろん実態の把握 も定かでない状態であった公害問題 に対 し、地方

紙 の記事 の徹底的な検 索によって各地の公害事例 を掘 り起 こし、 日本全国の実態を一枚 の地 図

にまとめたので ある。問題解決型の研究 を進める際には、研究 を進めなが ら新たに必要な方法

43 なお、イ ンターネ ッ ト検索は主 と して1999年 秋 に行 ったものであ り、参照先がすでに消失

しているもの も含 まれることをあ らか じめ ご了解 いただきた い。
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表 付2.1 循環型社会のイ メージの事例引用元
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論 を生み 出さなけれ ばな らない場面 に遭遇す ることがある。 この例 はそ うした状況に対応す る

一つの端緒 とな ると考 え られ る。

付2.2 持続 可能 な発 展と 「循環 型社会」

環境政策の究極 目標 は、持続可能な発展の実現である。 この 目標 と循環型社会 との関係 に関

す る言説 を整理する と、次のよ うな論理展開を見て取る ことができる。

人間活動が環境や資源に与える負荷

問題意識の発端 となるのは、「環境の許容量」や 「自然 の浄化能 力」、「限 りある資源」といっ

た表現 に示 される資源や環境の有限性の認識である。拡大 を続けて きた人間の活動が、地球の

物理的スケール と比肩す るほ どに達 し、生命の生存基盤 を脅か しかねない状態 にあるという危

機感の表れ といえる。

・ 私たちは、環境の恵沢を享受 しつつ、様々な社会経済活動を営んでいますが、その結果、環境の許容量を

超えるほどの環境への負荷を及ぼしています。[L2]

・ 環境中への汚染物質の排出など、人間の活動が環境に与える負荷が増大することにより、生物の生存基盤

である環境が損なわれることが懸念されている。私たちは、自然の浄化能力に限りがあることを十分認識

し、環境への負荷を極力低減する必要がある。(中 略) 石油や金属等の限 りある資源を このまま多量に消

費していくと遠くない将来、こうした資源が枯渇すると懸念される [L4]

・ 私たちは、生活に必要な資源やエネルギーなどを自然界か ら取り入れています。そして、不用になったも

の (ごみ) を 自然界に廃棄することで社会経済活動が成 り立っています。この繰 り返 しの中、私たちのあ

らゆる活動は、少なか らず環境に負荷を与えています。[L5]

大量生産 ・大量消費 ・大量廃棄の見直し

この危機 を生む原 因 として指摘 され るのが、「大量生産 ・大量消費 ・大量廃棄」の 「使 い捨て

型」、「一方通行型」の社会構造である。「大量消費社会への反省」として循環 型社会が提案され

る。

・ 大量生産 ・大量消費 ・大量廃棄型の使 い捨てを基本とするライフスタイルや価値観の転換 [G6]

・ 資源の浪費につながる使い捨て型経済社会を見直し、循環型に転換すべ く [B1]

・ 大量生産、大量消費、大量廃棄の20世 紀型社会を反省 して廃棄物を無くし、資源を繰 り返 し使 う 「資源

循環型社会」を目指そう [B3]

・ 生産―消費―廃棄で流れを完結させるのではな く、廃棄 と生産を結んで再製品化につなげ流れを循環させ

る [N1]

・ 環境保全のための循環型社会をめざすためには、ごみの処理や処分のあり方だけではなく、生産、流通、

消費に関わる社会構造を根本的に改めることが不可欠です。[N3]
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・ これまでの大量生産、大量消費、大量廃棄 という 一方通行型の社会か ら、環境に配慮した持続 可能な 「循

環型社会」 に移行 していく [N7]

・ 資源 リサイクルに対する市民レベルの実践 と共感には、大量消費社会への反省の機運が反映 して いる。

[A8]

生態系の物質循環の社会への反映

循環型社会の構想における 「循環」の発想 の起源 は、 自然界の物質循環が果た している機能

の認識にある。そ して、人間の活動が 「自然の循環 との調和」 を取 り戻す ことこそが、 目標 と

すべ き社会 の姿 として提示される。

・ 生物としてのヒ トの活動は、水や大気など自然の循環と調和 して行われてきた [G2]

・ 自然のもつ再生 ・浄化能力の範囲内で活動するようになれば、環境への負荷は減少 します。それが 可能な

社会 (=環 境にや さしい循環型地域社会) の実現を目指 します。[L5]

・ 工業化 と都市化、そして環境や資源の保全をかえりみない経済成長によって一度破壊された人間と自然の

間の物質代謝の関係を社会的に再建する課題がわれわれに課せられている。[A3]
・ 地球の自然生態系と人間が共存する社会 (中略) 生産された物が最終的に地球の自然生態系を破壊 しな い

形で還元され、また最初の資源採取と同じように資源 として再生される (循環する) [A4]
・ 森林にはごみ問題は発生しない。落ち葉や枯れ枝は土壌微生物によって分解され、栄養分となって再び森

林に吸収されるか らである。すなわち、物質循環が成 り立っているところには、 ごみ問題は発生 しない。

人間社会においても、その生活が循環性の物質によって営まれている限 りは、ごみ問題は発生しない。[A6]

持続可能な発展と循環型社会

したがって、持続可能な発展 と循環型社会 との関係 は、前者が究極 目的であ り、後者がそれ

を実現するための具体的戦略の方向性 を示 しているといえる。

・ 人類社会の持続的な発展のためには浪費的資源利用の抑制、環境負荷の軽減をはかることが必須である。

[N6]

・ 「持続可能な発展」という概念は環境問題を考える外枠を与えている。その中身を与える言葉として 「循

環」 という言葉を使 う。「うまく循環する物 こそ持続する」[A5]

・ 「持続可能な経済」(中 略) は、"経済循環が物質循環を抑止せず、む しろ活発にする経済" と定義されよ

う。[A7]

・ 「循環社会」とは、(中略)「社会の永続性を確保するため、有限な地球の中で行 う人間のあらゆる活動に

伴い消費するモノやエネルギーに係る資源を繰 り返し、または様々な形で利用するとともに、廃棄するも

のを最小限とする意志と能力 (システム) を有する社会」の ことである。[A10]

付2.3「 循 環型社 会」とはどのような社会 か

前節では、持続可能な発展 との関係 において循環型社会が必要 とされ るに至 る論理を確認 し

た。次は、 どのよ うな条件が整えば循環型社会 といえるのか、循環型社会の実体 に関す る記述
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を検 討す る。

資源 ・エネルギー の有効利用

循環 を考える対象 自体 にも様々な選択肢があるが、参照 した言説において もっとも多 く対象

とされて いた のは廃棄物の循環 とそれに ともな う資源 ・エ ネルギーの有効利用である。循環型

社 会が、最終処分場の枯渇な ど廃棄物の処理 ・処分 を巡る問題 との関連で論 じられることが多

いことの現れ といえる。以下 の事例で は、「最終処分量 を減 らす」、「廃棄物の発生を抑制す る」

な ど、廃棄物 の発 生か ら処理 ・処分に至 るプロセスの改善が、循環型社会の主たる要素とされ

て いる。

・ 廃棄物の排出抑制をさらに徹底するとともに、リサイクルを強力に推進し、廃棄物を可能な限 り資源とし

て有効に活用する [G5]

・ 徹底的に廃棄物の発生を抑制し、リユース (再使用)、 リサイクル (再生利用) を押 し進め、かつ公害を

起 こさず、生活環境等を保全する [N4]

・ 排出された廃棄物を原材料として再び生産工程に活用 した り、有機質肥料分として農地に還元した りする

廃棄物の再利用を、環境保全の面か ら推進 [A1]

この方向 を象徴的なス ローガンによって表現 したのが、「ゼ ロエミッション」の概念である。カ

プ ラ ・パウ リ (1996) によって最初に提示 された この概念は、産業界 を中心 として提唱 されて

いる。

・ われわれは、廃棄物は見方を変えれば資源であり、どんな廃棄物でもわれわれの知恵や技術をもってすれ

ば資源に変換できるという視点から、資源循環型社会を、「廃棄物という観念が存在 しない社会」 ととら

えている。[B2]

・ ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン の 理 念 と は (中 略)「 使 っ た 資 源 全 て を 製 品 に し て 廃 棄 物 と い うゴ ミ を 出 さな い よ う に

し ま し ょ う 」 と い う も の で す 。[B3]

・ 可能な限 り廃棄を行わない社会 [N3]

・ ゼロエミッションは、排出物 (Emission) をゼロにするという意味だが、最近では排出物を出さない経済な

いし経済システムの ことを指す場合が多い。循環型社会は、ゼロエ ミッションをめざす社会であり、社会

制度や生活様式を含めた取 り組みが求め られる。[A11]

このよ うな、一見する と 「何で も循環 させて廃棄物を減 らせばよい」 ともとれ る主張 に対 して

は、当然 なが ら批判的な論者もいる。

・ 自然に行われる 「循環」と、人為的に行われる 「リサイクル」は異なっている。リサイクルと呼ばれてい

るものは 「非更新性資源を使用 して製品を再利用」する場合が多く、(中略) 効率の悪い技術も多い。[A5]
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こうした安易な リサイ クルの批判 は 「循環型社会」概念 の登場 前か らある44。 これ に対 し、廃

棄物対策に明確な優先順位を設け、環境負荷の低減 という目的の担保を図る考え方もある。

・ 増加傾向にある廃棄物については、まず、発生抑制、次いで、再使用、再生利用やエネルギーとしての利

用を行 うなどリサイクルを進め、最後に利用できない廃棄物については、適正な処理を行 うことを原則 と

し[L6]

・ エコサイクル (生態的循環) の考えでは 自足的循環がノーマルであるとみる。リサイクルの考えもエコサ

イクルの考えの一部といえるが、(中 略) エコサイクルは廃棄物が発生する発生源での発生抑制とマテリ

アル (原料) リサイクルよ りもリユーズ (再使用) をより重視することをより鮮明に表明するコンセプ ト

である。[A9]

この順位づ けの議論を一歩進める と、廃棄物の排 出の裏側には資源やエネルギーの投入があ り、

投入 も視野 に入れ資源やエネルギーの利用効率 を高める ことが優先されるべきとの認識に至 る。

・ 資源 ・エネルギー効率の最大化 (投入 ・排出の最小化)[G6]

・ 一度取 り入れた資源は極力再使用、必要なものを必要なだけ効率的に生産 ・消費[G6]

・ 環境への負荷が低減されるとともに、資源が循環 し、最大限に効率的に活用される[L1]

・ 資源やエネルギーの循環 ・効率化のため、省エネルギーの推進、エネルギーの利用効率の向上[L6]

以上の事例に含 まれていた考 え方が集約 されているもの として 、以下の事例があげ られる。

・ 廃棄より再使用 ・再生利用を第一に考え、新たな資源の投入をできるだけ抑えることや、自然生態系に戻

す排出物の量を最小限 とし、その質を環境を撹乱しないもの とする[G7]

・ 資源 ・エネルギーの循環的 ・効率的な利用等により、汚染物質や廃棄物の発生を減少させるとともに、発

生した汚染物質や廃棄物を適正に処理し、大気環境、水環境、土壌 ・地盤環境への負荷を低減する。[L3]

・ 省資源 ・省エネルギー化を図り、併せて環境保全対策に資す る観点か ら、市場流通経済に適合する新しい

「物質循環のシステム」を開発整備する[A2]

ここで、[G7]は 「循環型社会」 という概念を始めて提示 した1990年 の環境庁 の報告書か らの

引用であり、[A2]は それに先立つ1985年 に公表 され た都市 の廃棄物 リサイ クル ・システムに

関す る先駆的研究か らの引用で ある。提示 された 当初か ら、現在 の議論 をカバー しうるだけの

要素を含んでいた ことがわかる。む しろ、広 く普及す る過程でそれぞれの文脈 に応 じた用い ら

れ方がなされる うちに、上のようなやや混乱 した状況 となったと考え られ る。

以上にまとめ られた変革 を進 めるためには、様 々な発想の転換が必要となる。 この点につい

て は以下のよ うな事例があげ られ る。

・ これまでの廃棄物処理は物質循環 と断絶 し、「出てきた廃棄物をいか に効率よ く処分するか」という考え

のもとに推 し進められてきたが、発想を転換 して (中略) 廃棄物を都市の物質循環の中に位置づけていく

という視点にスター トラインを設ければ、焼却工場はかな り小規模なものでよく、埋め立て地も、物質循

44 槌 田 (1992) な どを参照 。
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環 に載 せ る た め の ス トッ ク 基 地 とな る 。[A2]

・ モ ノ の 消 費 か ら機 能 の 利 用 へ[G6]

一例 目は、循環型社会 における廃棄物処理設備は小規模 なものでよいという主張であり、広域

化、大規模化が進む廃棄物処理行政へ の警鐘と して、あ らためてその意義 を見直す必要が ある。

二例 目は、循環 型社会にお ける経済のあ り方 として、モ ノを売って儲ける (消 費して効用を得

る) 経済か ら、機能 (サー ビス) を売 って儲 ける (利 用して効用を得る) 経済へ の転換が必要

で あることを示 して いる。 この転換 によ り、経済水準を落 とさずに資源やエネルギーの消費量

を削減する ことが可能 となる。 こうした経済 の脱物質化 、サー ビス化 についてはシュミッ ト=

ブ レー ク (1997) や倉 阪 (2002) に詳 しい。

健全な水循環の構築と森林の維持による炭素循環の形成

廃棄物に関わ る循環 に加え、循環 の対象 として論 じられて いる素材 として、水 と炭素 (森林)

の事例が得 られ た。水 については、資源 としての水の安定利用 という観点の他、生態系の物質

循環 の担 い手 としての水 という観点が見 られ る。

・ 持続的発展が可能な 「循環型社会」をめざすためには、循環資源である 「水資源」の健全な循環 システム

を構築すべき。人為的水循環系におけるエネルギー消費 と自然環境への負荷を軽減 し、渇水に強く活力の

ある 「水を大切に使う循環型社会」を構築することが最重要課題。[G3]
・ 水多消費型社会を水循環型社会へ転換するためには、水循環系が公共財産であるという認識のもと、従来

の地域づ くり、住まい方や ライフスタイルに水の再利用、節水、循環利用等を促すシステムを取 り入れる

とともに、雨水、下水等について も条件が整えば水資源として有効に活用す ることも必要である。[G4]

・ 事業活動 ・日常生活か ら生じる公害等を防止し、緑化、水辺の保全等により自然の持つ循環 ・浄化機能の

向上を推進するとともに、土地利用の適正化を推進する。[L3]
・ 水の合理的 ・循環的利用を進めるとともに、雨水等の地下浸透の促進と水源かん養機能の強化を図り、貴

重な水資源を確保[L6]

・ 健全な水環境の保全 ・回復 ・利用[L7]

生産 に投入され る資源 としての木材には、先に見た廃棄物か ら資源への循環が形成 される。そ

の外側に、森林 と大気 を媒介とした もう一つの循環、す なわ ち炭素循環が存在する。

・ 森林の整備と合わせて木材を有効に利用することは、「大気→森 林→木 材 (リサイクル、多段階利用によ

り繰 り返 し利用)→大 気」という炭素の循環を形成することになる。木材を軸とするこのような循環型シ

ステムを十分に活用 し、不断に機能させることができる経済社会 に移行させていくことは、環境と調和し

た循環型社会の構築にもつながることになる。[G1]

このよ うに、生産 に投入される資源 に関わ る人間社会内部 の循環の外側 に、 自然界 との相互作

用の中で営 まれ る物質循環が存在す る。都市 における渇水や洪水の頻度 の増加か ら中国の黄河

断流や長江大洪水 に至 る水資源問題 (石 (1998))、 気球温暖化、農地の窒素汚染な ど、人間
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の活動が自然界の様々な物質循環に大 きな撹 乱を与えている。 こうした人間活動 による撹 乱を

適正 に制御 し、それぞれの物質循環が阻害 されな いよ うにす ることも、循環型社会の課題で あ

る。

地域的循環への配慮

ここまでは循環す る対象による分類 に したが って循環型社会に関する言説 を検 討 して きた。

そ こでは、多 くの場合暗黙の うちに循環 の範囲が 日本国内に設定 されていた。 しか し、一部の

自治体や地域のNGOの 中には、より限定 された範囲の 中での循環を扱 う事例が見 られた。他

方、国際化や 自由貿易の流れの中で循環 型社会 をどう位置づけるか とい う試み もある。

・ 本市の消費生活や産業活動は、その基盤のほとんどを他都市に依存しています (ので、) 農水産物の域内

販売の促進 (が地域の循環型社会形成には必要)[L7]

・ 現在日本の自給率は低下を続け、世界の各地から食料を運んできているのが現状です。それに対して地域

循環型社会を目指 して、国内の農業を応援 し、身近な場所で生産 される食料をより普及 させようと活動し

ています。[N2]

こうした 「望ま しい循環の範囲」の確定 に関する作業は、循環型社会に関す る これまでの議論

の中では比較的手薄な領域 といえる。 しか し、現実 には国際化や 自由化の中ですでに多 くの資

源や製品が国境 を越 えて流入 している。加えて、近年 日本 において も再生資源の輸出が本格化

し、循環の範囲が国外へ と拡大 して いる。循環の範囲の確定作業や、その基礎 となる国際的な

マテ リアル ・フローの把握が早急 に望 まれ る。本論 文5章 は国際的なマテ リアル ・フローの指

標化に関する一つ のモデル を提示 して いる。

循環を支える各主体の役割分担

循環の対象 と範囲に加え、循環 に関わる各主体 の役割 について は、以下のような事例 が見 ら

れた。企業につ いては、循環型社会への転換が経営上有利 に働 く可能性が指摘されて いる。

・ 製品の設計か ら廃棄までのすべての段階で最適な効率を実現する 「クリーナー ・プロダクション」に努め

るとともに、旧来の "ゴ ミ" の概念をあらため、個別産業の枠を超えて廃棄物を貴重な資源として位置づ

ける。[B1]

・ 循環型の産業構造に転じることによって、企業は廃棄物処理のコス トを軽減でき、また資源を有効に活か

す ことによって、生産コス トの削減に結びつけることも可能である。ほとんどの資源 に価格上昇の傾向が

見 られることから、資源の有効利用は環境への配慮だけでな く、経営戦略上でも有益な手法といえる[B4]

一方、消費者 に対 しては、商品の購入の際に環境低負荷型の商品を選択す ることの重要性が訴

え られて いる。
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・ 循 環 型 再 生 資 源 で あ る 古 紙100%の 「再 生 紙 モ ノ」 の 代 表 で あ る トイ レ ッ トペ ー パ ー は、 誰 もが 毎 日使

い 、水 に 流 す 最 終 消 費 財 で あ る 。 し た が っ て 、 再 生紙100%を 使 うの が 資 源 の 節 約 で あ り、 ゴ ミ減 量 に 結

び つ く。[N5]

・ 「循環型社会」に移行 していくためには、省エネルギーや リサイクル活動な どの取 り組みに加えて、商品

やサー ビスの選択 ・購入という課題に取 り組む必要があります。 消費者自らが環境に負荷を与える商品

(サー ビスを含む) をできるだけ避け、環境配慮型商品を率先して選択 ・購入していくことは、こうした

商品の生産や流通を促し、循環型社会の構築に大きく寄与することになります。[N7]

付2.4 まとめ

以上、社会の様々な主体が持つ循環 型社会 の多様なイメー ジを概観 しなが ら、全体 としての

方向性 を探 ってきた。 これ らを要約す る と、循環型社会を以下のように定義できる。循環型社

会 とは、持続可能な発展 を実現す るために必要 となる社会のあ り方 を示す概念である。現在の

社会は、資源やエネルギーの大量消費 に依存 してお り、結果 として大気や水 を含 めた 自然界の

物質循環 を大 きく撹乱 して いる。 これ に対 し、人間の経済活動に要す る資源やエネルギーの利

用効 率を高め ることで、社会に投入 される資源やエネルギーの量や環境に排出 され る廃棄物の

量 を削減す る。同時 に、人工的に作 り出 された化学物質は社会の内部で循環的に利用 し、環境

への拡散 を防 ぐ。 こうして人間の活動 にともな う環境負荷を低減 し、 自然界 の物質循環を維持

しよ りよい状態に発展 させてい くことで持続可能な発展を実現す るのが、循環型社会である。

この定義は、先に確認 した多様なイメー ジを包含 している。例 えば、循環型社会の代名詞 と

なっている リサイクルは、資源やエネルギーの利用効率を高めるための手段の一つ として位置

づ ける。 したがって、 これ 自体が 自己 目的化すべきではない。 目的は環境負荷の低減や 自然界

の物質循環 の維持で あ り、選択 される手段 は必ずしも循環 型とはな らない。 しか し、 自然の物

質循環に したが うことが もっとも効率的であることが多い と考え られ る。また、 この目的にし

たがえば、資源やエネルギーの効率を無視 した物流は回避 されるべき こととなる。これ によ り、

循環の範囲 の確定に関 して も何か らの指針が得 られ るもの と期待され る45。

45 循環の範 囲の広が りにつ いて は5章 を参照。ただ し、本論文では範囲の確定 までは対象 とし

て いない。
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付録3 日本のリサイクルはどのような現状か

付3.1 は じめ に

循環型社会の構築には大規模な社会システムの変革が不可欠で ある。変革のためには様々な

施策が必要 となる。 これ らの施策は、社会の全体 としての環境負荷 を低減す ることを 目標 とす

るものであるが、一方で副作用として社会 に様々な影響 を及ぼす ことになる。例えば、 リサイ

クルの進展は新たなビジネスチャンスを生む可能性 もある。一方、天然資源 の需要の減少 によ

り、 これ まで天然資源の生産によって生計を立てていた人々が、収入の減少や失業 といった困

難 に直面す るか もしれない。 こうした政策 の社会的な影響は、プラス面 とマイナス面の双方が

あ り、主体 に応 じて多様な結果を生む と考 え られる。 したが って、新たな政策 の提案を志す研

究 において は、単に現状の問題の解決 につなが ると考 え られ る政策 を提示するだけでは不十分

であ り、提案 した政策が もた らしうる社会的な影響について もできる限 り事前に吟味す る必要

がある。

ここでは、政策の直接的影響が最 も大きいと考え られる、物質循環 に関わる仕事 によって生

計 を立てている人々に焦点を当てる。彼 らの活動の実態や意識、将来展望な どを、ヒヤ リング

結果に基づいて まとめてお く。実際の研究プロセス において は、以下で紹介する一連の ヒヤ リ

ングは研究の もっとも初期の段階に行われた。調査時期は1997年 の6月 か ら7月 にか けてで

あった。調査対象 として は、 日本における紙 の物質循環に携わ る主体か ら選定 した。素材 を紙

に限定 したのは以下の理 由による。一つは、紙 の リサイクルには長 い歴史が ある ということで

ある。プラスチ ックな どの リサイ クルが始 まって 日が浅い素材 にく らべ、社会制度によ り深 く

根 ざしていると考 えられる。 もう一つは、紙は 「紙か ら紙へ」 という物質 として閉 じた循環構

造を持つと考え られた ことである。歴史 という面では鉄屑の リサイ クル も紙 に匹敵するが、鉄

の場合様々な製品に利用されるため、関係す る主体 が拡散 して しま う。一方、紙 の場合には物

質循環が閉 じて いるため、調査対象 とすべき範囲 を比較的限定する ことが可能 とな る。

ヒヤ リングは、古紙の回収、再生、紙 の生産 、紙製品の利 用な ど、紙 の物質循環 に関わる様 々

な主体 を対象と して行 った。以下で は、その中か ら代表的な結果 として、古紙 再生促進セ ンタ

ー、全国製紙原料商工組合連合会 (古紙 を回収業者か ら買い取 りメーカー に卸す問屋の組合の

全国組織)、 日本製紙連合会 (製紙 メーカーの業界団体)、 本州製紙 (そ の後合併 し現在は王子

製紙) における聞き取 り内容 を紹介す る。それぞれの聞き取 り結果 について、全体 として古紙

の回収か ら紙製品の製造に至 る流れがつかめるよ う、内容 の重複 を避 けつつポイ ン トとな る箇

所 を中心 に要約 してある。なお、特に記述のない限 り、以下で述べ られた事実関係はすべて ヒ

ヤ リング当時の ものである。立場の違 いによる見解 の違 いを反映す るため、要約 にあたっては

聞き取 り対象者の見解をで きるだけそのまま反映 したもの となるよう配慮 した。 したがって、

以下の3節 に示される見解は必ず しも本論文の主張 と一致す るとはかぎ らない。
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付3.2 物 質循環 の多様性

古紙再生促進センターへのヒヤリング

紙 の物質循環は 「紙か ら紙へ」 と閉 じて いるという認識は、紙資源 を全体 としてみたときに

は正 しい。 しか し、同 じ紙で も種類 によって (例 えば包装材 と情報材では) リサイクルのされ

具合や関係す るシステムが大き く違 う。そ の点 を考慮 しない と紙の リサイクル ・システムを把

握する ことはで きな い。一口に 「古紙」 といって も、統計上は9種 類46に 分け られる。 この う

ち、段ボール ・新 聞 ・雑誌の3品 種で古紙 全体の約80%を 占める。古紙 の発生源 として は、家

庭が3分 の1、 商店や ビルなどの小規模発生坪が3分 の1、 印刷 ・加工関連 の工場やデパ ー ト ・

スーパーな どの大規模 発生坪が3分 の1と いう割合 にな っている。新聞 ・雑誌は家庭が主 とし

た発生源 になってお り、段ボール は主 として工場や流通関連か ら排出される。

雑誌に関 して は 日本で も100%古 紙が利 用されているが、新聞 の方は40%の 利用率に留まっ

て いる。技術 的には新聞 についても100%の 古紙利用が可能であ り、アメ リカの地方紙な どで

は実際 に100%古 紙 が利用されているケースもある。 しか し、 日本の場合 には、新聞社のニー

ズのために古紙の混入率をあげることが難 しくなっている。 とい うのは、新聞は短時間に大量

の印刷 をす ることが必要条件であ り、質の悪い紙 を使 って トラブルが起 きるよ うな ことが あっ

てはな らないか らである。加えて近年、ページを増や しつつ輸送 コス トを減 らすために、品質

は保持 したままで さらに薄 い紙が要求 され るよ うにな った。 これ を、古紙の混入率を維持 した

ままで実現す るため に、従来使われて いた新聞古紙 に代 えて上質 の古紙 (模 造 ・色上) も一部

利 用され るよ うになった。 このよ うに、新聞紙 に関 してさ らなる古紙利用率の向上を進めるた

めには、製紙技術 の向上だけで はな く、む しろ新聞社の姿勢の方が鍵になる。

トイ レッ ト・ペーパー における古紙利用の現状は、以下の通 りである。かつてのいわゆる 「チ

リ紙」は、古紙原料の中では主として新 聞古紙を使 って いた。 しか し、よ り白い トイ レッ ト ・

ペーパーが求 め られ るよ うになったため、近年は模造 ・色上を利用す るよ うにな っている。段

ボールな どの板紙 に関 しては、100%近 くが古紙 を原料 としてお りほとん ど漂 白は行なわ ない。

トイ レッ ト ・ペーパーのよ うに白さを要求 され る紙に関 しては、脱墨 ・漂 白を行 なわな くては

な らない。 トイ レッ ト・ペーパーの古紙利用率は50%程 度 とな っているが、実際はほとんどが

古紙100%か0%か の どちらかであ り、平均 して50%と な っているのである。 これは、直接の

ユーザーである消 費者 の嗜好が、パルプ100%で なければな らないという人と、そ うでない人

に分かれて しまっているか らである。

46 「上 白 ・カ ー ド 」、 「特 白 ・中 白 ・白 マ ニ ラ 」、 「模 造 ・色 上 」、 「茶 模 造 紙 」、 「切 付 ・中 更 反 古 」、

「新 聞 」、 「雑 誌 」、 「段 ボ ー ル 」、 「台 紙 ・地 券 ・ボ ー ル 」 の9種 類 。
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近年、特 に回収がすすめ られ るよ うにな った牛乳パ ックは、紙 リサイ クル ・システムの中で

は例外的な種類で ある。一般 に 日本では、国内で生産 した紙 を国内で消費 し、国内で リサイ ク

ルす る形になって いる。 しか し、牛乳パ ックの場合はほとん どが北欧な どか ら輸入 された原紙

を使 い、国内で ラミネー ト加工や整形を してパ ックとして使 っている。さ らに、再利用にあた

って も、ラミネー トを処理す る技術が必 要になるため牛乳パ ックを扱 うことの出来 る工場 はご

く限 られている。牛乳パ ックの多 くは トイ レッ ト・ペーパーな どの衛生用紙 の原料 となる。

古紙の リサイクル に関 して は、回収率が問題 にされる ことが多いが、同時 に考 えな くてはな

らな いのが、集めた古紙 の利用率である。古紙利用率は、工業原料としての古紙 の需要 を反映

して いる。近年のゴミ処分場 の不足やそれ にともな うリサイ クル意識の向上、さ らに容器包装

リサイクル法の制定などに ともない、将来的に回収率が伸びて いくことは確実 である。紙 リサ

イクル ・システム を健全 に保つためには、古紙利用率 を如何 に して向上 させて い くかが重要な

課題 となる。リサイ クル法 においては、平成12年 に利用率56%を 目標 として いる (当時) が、

回収 された古紙 をそのまま製紙原料 として使 うには量的な限界が どうして もあるので、古紙の

紙以外 の用途 を模索 して ゆかなければな らない。

付3.3 リサイクルの推 進と静脈 産業

古紙回収における古紙問屋の役割 (全国製紙原料商工組合連合会へのヒヤリング)

回収 された古紙は、そのままで製紙 メーカーの原料にできるわけではない。古紙 の中か ら製

紙原料 にはで きな い不純物を取 り除 く作業が必要になる。不純物 とは例えば、ティ ッシュ ・ボ

ックスの取 り出 し口の ビニールや、ダイ レク ト・メールな どの窓空き封筒、包装用紙 に貼 りつ

いたままのセ ロハ ンテープな どで ある。 こういった 目に見える ものだけでな く、例えば封筒そ

のものも、接着に使 っている糊が ビニール 系で水に とけな いために、製紙原料 と して使 うこと

はできないもの もある。

このように、基本的には紙以外 のものや水 にとけないものはすべて取 り除か なければな らな

い。 これは、古紙か ら製紙原料 としての繊維 分を取 り出す工程 を考 えれば、理 由が 明 らかにな

る。 この工程で は、紙 を水に溶 し必要な繊維 分だけを網 で受 け止めて取 り出 し、残 りをス ラッ

ジとして排 出す る。 したがって、繊維以外 に水に溶 けないものが混入 して いる と、そ の不純物

までが再生紙 に混入 し、使いものにな らな くなって しま う。

これ以外に、コピーに使った紙やFAXな どに用いる感熱紙 も、製紙原料 として使 うことが

困難なものである。前者は、インクを使わず トナー (カーボ ン) を直接紙 に熱でやきつけるの

で、色を抜 くことができな い。後者は、感熱塗料を使 ってお り、これが混入 して いると、再生

紙 を乾燥させ る段階で、熱 によって紙が黒 く変色 して しまうのである。 どち らも、特 にオフィ

スか らの古紙 にはほぼ100%混 入 して いる もので ある。
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このような不純物 を取 り除 く作業は、家庭やオ フィスな どの排出源や回収業者で は十分には

行なわれて いない。また、金属 の分別な どと違 い、紙 の場合には分別 に機械 を導入す ることが

困難で ある47。 したが って、一ヶ所 に大量に集積 し、手作業で選別す るとい う作 業が必要にな

る。古紙には様 々な回収経路があるが、集 め られた古紙は必ず古紙 問屋 に持ち込 まれる。 これ

を選別 し、さ らに1個1ト ンのベー ラー品 (大 きさはお よそ、1×1×2メ ー トル) として圧縮

梱包す ると、製紙原料 になる。 これ ら一連の、「古紙の買い とり」→「 選別 ・分類」→「 梱包」

という工程が 、古紙問屋の主な役割である。

さ らに、製紙 メーカー との関係においては、 メーカーに原料 を安定 して供給す るため、大量

集約や需給調整 といった役割を も担 っている。 また、回収業者 との関係 において は、問屋が古

紙 を買いとる際には現金で支払い、メーカーに出荷す る時には手形で決済 され るという仕組 み

になってい るため、金融機能 も果た している。

古紙 問屋 のヤー ド (集荷 ・選別 ・加工場) は1000坪 程度 の広 さを持 っている。これ ら選別 ・

加工用の設備 にはまだ余裕があ り (稼働率は全国平均で約70%)、 リサイ クルが推進 されて回

収量が増えて も、業界 としては まだ十分 に対処できる。行政主導の リサイクル活動においても、

これ らの設備 を活用 して もらえるように働 きかけている。

リサイクルの推進と古紙問屋への影響

全国製紙原料商工組 合連合会の実態調査では、直納問屋や 回収業者の必要経費は以下のよ う

な値 になって いる。問屋のキ ロあた りの原価 は7円11銭 である。 これ には先の選別 ・加工の

工程だけで はな く、製品輸送の運賃な どもすべて含 まれている。内訳は、人件費が42%、 運賃

が12%な どとな ってお り、設備関係の費用が以下 に続 いて いる。

一方、回収の費用 はキ ロあた り最低でも10円 はす る。業者が一 日に一人で扱 える量は2ト

ンが限界である。 しか も、一カ月の うち30日 フル に仕事が あるわ けではない。地域の集団回

収 は土 日に集中 してお り、それ以外で まとまって集荷できるのは資源 ゴミの 日くらいで ある。

結果 として、仕事が あるのは良 くて も月に20日 程度ということになる。ここか ら計算す ると、

回収業者 の月間経費はおおよそ40万 円 とな る。

このよ うに、古紙の回収か ら選別 ・加工に至 るまでのコス トは、おおよそ17円 になる。 と

ころが、メーカーの製紙原料買いと り価格 は、段ボールがキ ロ15円 、新聞紙が14円 、雑誌が

9円 となってお り、回収 して も利益はお ろかそれ に要 した経費 も戻 らないという事態 になって

いる。 メーカー側 として は、円高で海外か ら安 い原料が手 にはいるようになった こと、製品の

国際競争力 を保つためには原料 の価格 をこれ以上上げられな いことなどを、 この低価格の理 由

として説明 して いる。

47 製紙原料 としては9種 類に分類する必要があ り、それぞれの種類 に1台 ずつ識別 ロボ ットを

使 うとする と、全部で数十億かか るという試算が ある。
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このような状態 では回収業界は存立 し得ない。 しか し一方で、近年、大都市 を中心 として廃

棄物処理行政が逼迫 して きたため、 リサイ クルを推進 して増 え過ぎた ごみ を減 らすため に、回

収業者に補助金 を出す 自治体が増えて きて いる。自治体 によって金額や方法 は様々だが、おお

よそ は回収業者が組合的な ものをつ くって 自治体 に登録 し、その指定業者だ けが回収 を行ない、

回収量 に応 じて メーカーの買い とり価 格 との差額を自治体が支払うとい う形を とっている。

東京都が今年度 (1997年 度) 中に事 業系ゴミを有料化する ことを計画 しているが、将来的 に

は家庭系も含め、すべてのゴミが有料化 される ことになると考え られ る。有料化によって一次

的にせよゴミの量は減るが、その分古紙の回収量 は増える。組合の試算で は、有料化 によって

全国で10%回 収量が増えると予想 されて いる。

この増加分を、すべて製紙原料 としてメーカーが使 うことは不可能である。そ こで、問屋 と

しては古紙の新 しい用途を開発す る必要がある。それが問屋へ の社会的要請 と考 えている。そ

のために、大学な どの研究機関に研究補助金を出し、様 々な用途 の技術開発 を進 めて いる。鳥

取大学農学部で開発 し、近 く製品化す る水田用マルチや 、アス ファル トの強化材な どがある。

余剰古紙 の処理方法 としては、古紙 の輸出 という手段も考 え られる。実際、台湾、中国、韓

国、イ ン ドネシアな どといったアジア諸 国は古紙 の自給率が低 く、今まではアメ リカか ら古紙

を輸入 していた。 これ まで は、アメリカが100%パ ルプか ら紙 を作っていたので このような こ

とが可能だ ったが、近年はアメリカで もリサイ クルがすすめ られ るよ うになったため、古紙輸

出余力がなくな ってきて いる。そのため、 日本か らの輸 出に対する期待が高 まっている。

ところが、輸出につ いても円高の影響で採算が とれな い状況にある。キ ロあた り5円 程度で

ない と売れないか らである。 しか し、組合 としては古紙 輸出のためのつなが りを保っため に、

採算を度外視 して韓国 に対 して長期契約で 月500ト ンの古紙 を輸出 して いる。

付3.4 リサイクル におけるメーカー の役 割

媒体としての紙製品 (日本製紙連合会へのヒヤリング)

現在、紙 は年間でおおよそ3000万 トン生産 されているが、その うちメーカーか ら直接消費

者に渡 るもの、つ ま り、コピー用紙や トイ レッ ト ・ペーパー のよ うに消費者が紙 として買 うも

のは、1割 程度 に過ぎない。残 りの9割 は、新聞や本、雑誌 といった情 報媒体 として、あるい

は段ボールや包装用紙な どの物流媒体 として、消費者 の手 に渡 る。 これ らは、読み終った り、

中身を取 り出した りして初めて、紙 (紙 ごみ) として認識 される。 このよ うに、流通 している

紙製品の大半が、媒体 として使用されて いる。

リサイ クル ・システムを考 える際にも、 この点を見逃 して はな らない。 なぜな ら、いくらメ

ーカーが再生品を作 っても、媒体 としてそれ を利用す る中身のメーカーが、そ の再生品を利用

しなければ意味がないか らで ある。パルプ製のものを使 うか、再生品 を使 うかは、製紙 メーカ
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一で はな く中身のメー カーの判断 によって決まるものな のである。 したが って、 リサイクルを

推進す るためには、製紙 メーカー よ りむ しろ、新聞社や 出版社、飲 料メーカーといった中身の

メー カーが、積極的に再生品へのシフ トを進める必要が ある。例えば、新聞用紙 における古紙

利用率 に関 しては、ア メリカでは州 ごとに新聞社 に対 して義務づ けがなされている。

媒体 としての紙製品の価格 を考える際 には、商品のコス トにお ける輸送費との類推が有効で

ある。 どんな商品で も、輸送費が全体 のコス トの1割 を超えると、その輸送方法に対する抵抗

感 が生 じる。紙製 品の場合 も同様で、紙 を媒体 として使 う商品の全体の コス トに対 して、紙 の

コス トが一定以上の割合 を占めることはできない。 したが って、紙製品の製造 に際 しては、外

部か ら一定の コス トの枠組が課せ られ、その範囲内で製品 を作 らなけれ ばな らな い。例えば、

板紙 は製品の価 格を安 く押える必要があるため、新聞紙 のような高い古紙 を使 うことができな

い。

同時 に、紙製品 に対 しては、用途 に応 じて様々な品質要求が課せ られて いる。グレー ドの高

い製品を作 る場合、古紙 を原料 とすると木材パルプよ り高 くつ いて しまう。そのような場合に

は古紙は不向きであ り、結果 として古紙利用は比較的品質要求が緩 い板紙が 中心 となるのであ

る。 また、例 えば白い再生紙 という品質要求 を満たすためには、白い古紙48と漂 白剤が必要 と

な り、相応の コス トをは らわなければな らない。結局、再生原料の利用 に際 しては、一定のコ

ス トと一定 の品質 という枠 の中で、ふ さわ しい ものが選ばれ ることになる。ただし、その枠を

決めるのは製紙 メー カーではな く、紙製品の直接のユーザーである中身メーカーである。

古紙再利用のコストと歩留り

製紙原料 となる木材繊維は、広葉樹でおおよそ1ミ リ、針葉樹 で2か ら4ミ リ程度の大きさ

である。 これ を適宜混ぜ合わせる ことによって、様々な品質要求 を満たす製品を作るのが、メ

ーカーの役割 である。紙に対する品質要求としては、 白色度、強度、厚 み、イ ンクの吸収度な

ど、用途 に応 じて様 々なスペ ックの組合せがある。木材パルプを利用する際には原料のブレン

ドが容易にできるが 、再生原料の場合には、一度繊維が混 ざって しまっているので、さらなる

ブ レン ドを困難に して いる。

「紙か ら紙へ」の リサイ クルを進める ということは、すなわち繊維 の再利用を進めることを

意味す る。 しか し、木材繊維は利用 を繰 り返す うちに劣化す るため、古紙 のすべて を再び紙 と

して再生 させ る ことは難 しい。現在 の技術では、おおよそ3～5回 で木材繊維は寿命になって

しまう。平均的には、1ト ンの古紙 か ら0.8ト ンくらいの再生紙がで きるが、品質の高いもの

を作 ろうとするほ ど、 この割合 (歩 留 り) は低下 し、再生 に要す るエネルギー も増える。した

がって、一般 に再生原料は、紙 のグレー ドのよ り低いものを作るために使 う。例 えば、新聞か

ら雑誌を作 り、雑誌か ら板紙を作 るといった具合 に、段階的 に品質要求 の低い ものへ と再生し

48 例えば 「模造 ・色上」で、大半が印刷場か ら出る余 り紙であ り、供給 に限界が ある。
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て いく。 これを 「カスケー ド ・リサイ クル」という。

この他 に、再生原料 の歩留 りを下げる要因 としては、以下のよ うなものがある。 カレンダー

や新聞の折込広告な どに使われている光沢紙のように、ツヤ を出すために繊維以外 の成分 (ク

レーな ど) が添付 されて いる場合、繊維 でない部分 は水に とけて しま うので、同 じ1ト ンの古

紙 でも再生で きる部分は少な くな る。また、再生紙 の強度 を維持するためにコー ンスターチな

どの紙 力増強剤が使われている場合 には、次 に再利用する際に水 に溶け難 くな り、溶解のため

にさらな るエネルギー とコス トが必要 になる。

本州製紙株式会社へ のヒヤリング

本州製紙 は、1980年 よ り16年 間、古紙の使用量 日本一 (全国の11.1%) を保 っている。使

用量もさる ことなが ら、牛乳パ ック、 ビールのラベル、本 のカバー、磁気乗車券 といった、再

生が困難な古紙 の再資源化 に積極的 に取 り組んでいる。古紙利用 においては、質 ・量ともに 日

本 を代表する製紙 メーカーである。

メーカーが古紙利用 を進める動機 としては、木材消費の低減化 とエネルギー消費の節約 とい

う二点があげ られる。後者に関 して解説すると、パル プには、化学パルプ、機械パルプ、古紙

パル プという3つ の種類があり、それぞれを原料か ら生成す るために要するエネルギーの差 を

利用す るので ある。化学パルプは、チ ップを水酸化ナ トリウムな どの薬品で煮るため蒸気使用

量が多 くなる。機械パル プは、チ ップを機械的に擦 り潰すため電気使 用量が多 くなる。一方古

紙パルプは、古紙 をふたたび水 に融かす だけなので、エネルギー消費は相対的に少なくて済 む

のである。

近年の古紙余剰 を解消す るため、用途の拡大が求め られている。例えば、段ボールの中間層

に使 う中芯の原料には、 これ までほとん ど段ボールが使われてきた。 この中芯 に、雑誌古紙 を

混ぜ る試みがな されて いる。しか し、現状では、技術が整 って雑誌 を混入する と途端 に品質が

下がってユーザーか らクレームがつき、ふたたび技術 開発 をや り直す 、という結果 を繰 り返 し

て いる。 このように、古紙利用のバ ランスとい うのは、長 い間かけて現在の姿に落 ち着いた、

いわばベス トポジションであ り、いくら古紙利用率 を高めようと目標 を立てて も、多少の こと

で このバ ランスを変える ことはできない。

付3.5 まとめ

以上のよ うなヒヤ リングか ら、次 のような事実が確認できる。一つは、「紙か ら紙 へ」全体 と

しては閉じているよ うに見える紙資源の物質循環 も、内部の品 目ごとの振 る舞いは多様である

ということである。循環の指標 とされる回収率や利用率 も品 目によ り大き く異なる。加 えて、

新聞か ら新聞へ、上質古紙 (模造 ・色上) か ら衛生用紙へ といった、品 目間のマテ リアル ・フ
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ロー も存在する。 したがって、 こうした資源 の利用効率 を論 じるには、このマテ リアル ・フロ

ー の多様性 を反映 した指標が必要 となる。そ こで本論文では第3章 にお いて、 この要請 に応 え

る ことがで きる新たな指標 を提案 している。

一方、社会経済的な側面に関して特徴 的なのは、 これ まで紙 の リサイ クルを支 えてきた主体

が 、 リサイ クル ・システムの大転換 に直面 して対応 を模 索 して いる姿で ある。大転換 とは、従

来 、メーカー側の生産 コス ト削減策の一環 と して需要主導で構 築されて きた リサイ クル ・シス

テ ムが、自治体の廃棄物対策 として供給主導で動き始めた ことを意味す る。つま り、かつては

需 要がなけれ ばそのまま廃棄されて いた紙が、廃棄物減量化 のために古紙 として回収 されるよ

うになったのである。 こうした状況 を、従来の内生的 リサイクル に対 して強制的 リサイ クル と

呼ぶ。結果 として古紙市場の需給バ ランスが崩れて古紙の買い取 り価格が大き く低下 し、一部

では回収 した古紙 を代 金を支払って受け取 って もらう逆有償 の状態が発生 した49。

上記の聞き取 りか らも、 自治体か ら回収業者への補助金、新規用途 の開発による古紙需要の

拡 大、余剰古紙 の輸 出など、 この問題への各主体の対応 の様子が うかが える50。回収業者や古

紙 問屋は行 政か らの補助や メーカー側の対応 に期待 して いる。 しか し、メーカー としては製品

のユーザーの要求 に応えな ければな らず、古紙利用の拡大にはユーザー の意識の変化が不可欠

ということになる。

この うち、一般 の消費者が再生紙利用の意思決定をす る製品は、衛生用紙や コピー用紙な ど

全生産量の1割 程度に過 ぎない。 しか し、古紙 の分別 回収 に協力 している市 民が、環境への負

荷 を減 らす ことを 目的 に行動 しているのであるとすれ ば、その行動が商品の選択にも反映 され

ない限 り、 目的の達成は困難である。 この古紙の回収行動 と再生紙 の消費行動 との関係につい

て、Hanyu et al.(2000) お よび羽生 ・岸野 (2001) は、 日本全国の18歳 以上2000人 を対

象 とした アンケー ト調査 (回収率62.1%) を行 っている。その結果 、古紙 の回収行動 と再生紙

の消費行動 には有意な関係 は見 られなか った。つ まり、現状では古紙の回収 に積極的な人ほど

再生紙 を積極的 に選択 しているといった、期待される状況 は生まれていない ことになる。

こうした状況 を打 開する一つの手段 として、回収行動 とともに消費行動を変 えるインセ ンテ

ィブ とな るよ うな情報 を市民 に提供する ことが考え られる。 これまで一般的だった 「古紙 を リ

サイクルすれば何本分の木が守 られ ます」 といった情報は、 これだけでは実は不十分であ り、

少な くとも「古紙 をリサ イクル して代わ りに再生紙 を利用すれば」と訂正 しなければな らない。

4章 では、 こうした回収 と消費とのつなが りをよ り明確 に した情報 の提供方法 について論 じて

いる。

49 逆有償 につ いては細 田 (1999) を参照。
50 なお、古紙の輸出については この ヒヤ リングの直後か ら急速に拡大 して いる。当初は古紙余

剰 の解消のための緊急避難的な措置で あったが、近年では採算ベースで恒常的に輸出が行われ

て いる。詳細は7章 を参照。
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付録4 ドイツではどのようにリサイクルが推進されているか

付4.1 は じめ に

強制的 リサイクルにともな う再生資源 の供給過剰 は、紙 に限 らず リサ イクル一般 に起 こりう

る問題であ り、循環 型社会の将来 を考 える上で避ける ことので きな い課題で ある。供給過剰の

解消のためには再生資源 の需要拡大が不可欠である。 しか し一方で、強制的 リサイクル におい

ては再生原料 の価格が低位安定化する可能性が高 いため、 リサイ クル業者が再生資源市場 を通

じて回収費用を捻出する ことが困難 になる。 したが って、回収 費用 を社会的に適正配分す るた

めの対策 を講 じな ければ、 リサイクル業者の安定経営や再生資源 の安定流通 を保障す る ことが

できない。そ こで本章 においては、 ドイツでの実態調査を もとに して、回収 システムを安定的

に維持 しつつ強制的 リサイクル を進め る方法 について分析 を行 う51。

日本とドイツの比較

紙 リサイクルの進展状況 を考 える場合 には、古紙 の回収率 と利用率 とい う二つの代表的な指

標が存在す る。古紙回収率は、その国で消費された紙 ・板紙 のうちどの くらいが古紙 として回

収 されたかを示す。一方、古紙利用率は、その国で生産 された紙 ・板紙 の原料 として どのくら

い古紙が利用されて いるか を示す。すなわ ち、前者はその国の古紙の回収構造 を代表 し、後者

は紙の生産構造 を代表 しているといえる。紙の流通が 日本 のよ うに国内で比較的閉 じて いる場

合 には、回収率 と利用率が近 い値を持つ。

表 付4.1 ドイツ国内訪問先 (本文 中で引用 した ところのみ)

51 なお、調査は1998年3月 および9月 にそれぞれ約2週 間かけて実施 し、現地での ヒヤ リン

グおよび統計デー タの収集 を行 った。訪問先一覧は表 付4-1を 参照の こと。
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図 付4.1は 、 日本 と ドイツの古紙 回収率 ・利用率 の近年 の動向を示 している。それ による

と、1980年 代半 ばの段階では、回収率 ・利用率 ともに 日本が ドイツを上回って いたが、現状で

は両者の立場が逆転 して いることがわかる。 これは、 この間 ドイツにおいては一貫 して リサイ

クルが進展 してきたのに対 し、 日本では回収 ・利用ともに伸び悩 んで いるためである。 ドイツ

の古紙回収率71%と い う数字は、すで に上限に達 しよう としている。なぜな ら、消費される古

紙の うち一部 は、衛 生用紙 のように回収が不可能であるものや、書籍のよ うに長期間製品とし

て保存され るものな どがあるため、100%回 収する ことが困難であるか らである。一方利用率 に

つ いて も限界 はあ る。紙 の繊維は利用回数が増 えるにつれて劣化す るため、常 に新たな繊維 を

供給する必要が あることか ら、すべての紙 を100%古 紙か ら作る ことはできな い。また、古紙

の混入量が増 えるにつれて繊維の品質が低下す るため、製造工程やそ の後の利用 に際 しての不

具合や追加 的な資源 ・エネルギーの投入な ど、悪影響 が及ぶ ことも考慮 しなけれ ばな らない。

図 付4.1 日本と ドイツの古紙 回収率 ・利用率 の比較

日本: (財) 古紙再生促進センター資料よ り作成、 ドイツ: ドイツ製紙連合会資料より作成

図 付4.2 日本 と ドイツの古紙価格の比較

日本: (財) 古 紙 再 生促 進 セ ン タ ー 資 料 よ り作 成 、 ドイ ツ: bvseお よ びSKP資 料 よ り作 成
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1980年 代後 半以降、廃棄物対策 として リサ イクルが推進 されてきたとい う点では、両国の状

況 は一致 している。また、図 付4.2に 示す両 国の古紙価格 の変動を見 る限 り、品 目によっては

ドイツにおいて も日本 と同様に逆有償 の現象が発生 して いることがわかる。

本章のテーマ

このように、一見す るとリサイクル業界は ドイツ においても 日本で直面 しているのと同様な

困難な状況下にあると考 え られ る。にもかかわ らず、先 に見たような驚異的な速 さで ドイツに

おいて リサイ クルが進展 しているのはなぜか。そ の理 由について、主 として制度的な側面か ら

分析 を試みることが本章の目的である。

この 「なぜ ドイツで はリサイクルが進展 しているか」 という問いは、二つ の要素に分解する

ことができる。一つ は、「なぜ ドイツでは古紙の回収が進んでいるのか」。もう一方は、「なぜ ド

イツでは古紙 の再利用が進んでいるのか」 という問いである。 リサイ クルにお ける回収段階 と

再生段階の区別 は、分析 を進める上で不可欠である と考 える。なぜ な ら、 この区別 は古紙市場

における供給サイ ドと需要サイ ドとの区別 を意味 し、 さらに両者に関係する主体 にも大きな違

いがあるか らである。供給サイ ドには行政の廃棄物減量化 の論理や市民運動の論理が あり、需

要サイ ドには製紙 メーカーの経済の論理が ある。両者 に挟まれるかたちでしわ寄せを受 けてい

るのが、現在 のリサイ クル業者である といえる。

ここでは、まず再生段階について概観 し、以降は回収段階 に絞って、なぜ ドイツでは古紙回

収が進 んだのか 、特に、逆有償の発生な ど困難な状況 下にあ りなが らも リサイクル業者が回収

を続けることがで きるのはなぜか、その理由について 日本の リサイクル業界 との相違点を中心

に分析 を進める。

ドイツにおける再生の推進

ドイ ツでは、包装材については、後述す るデ ュアルシステム によって回収 ・再生の推進が と

もに保証 されて いる。一方、包装材以外の紙 について も包装材 と同様 に、 メーカー側である製

紙業界や新聞社 、出版業界 に再生の責任 と回収 費用の負担を求め る法令 を連邦環境省が準備 し

たとい う。 しか し、これに対 してメー カー側は、古紙 についてはすでに市場 を通 じた回収 シス

テムが整って いることな どを理 由に法 制化 を阻止 し、代わ りにメーカー内部 の自主努力によっ

て所定の再 生目標を達成す る自主協定 (AGRAPA) を1994年 に結んだ[GPR]。 結果 として、2000

年まで に古紙利用率を60%と するというこの協定の 目標 は、早 くも1996年 に達成 され る こと

となった。

制度的な面で この成功 をもた らした要因 としては、以下 の二点を挙 げることができる。第一

に、この自主協定が製紙業界だけでな く、そのユーザーである新聞社や 出版業界 をも含んだ も

のであ った ことである。 こうしたユーザー に対 して は、再生紙 の利用拡 大のみな らず リサイク
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ル しやすいイ ンキの使 用な ども目標 として示 されて いる。実際、新 聞用紙 について は1991年

には72%だ った古紙 利用率が1997年 には114%と な り、繊維の歩留 まりを考慮 して もすべて

古紙 だけを原料 として生産 されるよ うになった。

第二 の要因 としては、古紙貿易によってよ り品質 の良 い古紙 を輸入 し、生産 に利用する こと

が可能だった ことが挙げ られる。ヨー ロッパ において は、北欧諸国な どか ら一次繊維 を豊富 に

含 んだ良質の古紙 を輸入することがで きる。実際、利用 される古紙の1割 近 くが、 こうした輸

入古紙で占め られて いる。 このよ うに、古紙貿易を積極的 に活用する場合、再生の推進は必ず

しも自国内の回収 の推進 を前提 とす る必要がな くなるといえる。 回収 と再生 を区別 して議論す

る必要がある もう一つ の理由である。

付4.2 デ ュアルシステム以前

ドイツにお いて も、20世 紀前半には、各家庭か ら対価 を払って新 聞紙の束な どのかたちで古

紙 を回収す る、 日本 と同様な業者が存在 して いたという。 このよ うな回収システムは第二次大

戦後、1960年 代頃 までは続 いていたが、利益が上が らな くなったためにその後 は産業 系の古紙

のみ を扱 うよ うになった。新聞社や印刷工場か ら出る古紙は均質で品質 も高いため、現在でも

有償で回収 を行 っているという。 日本 の直納 問屋にあた る組織はな く、多 くは回収業者が直接

メーカー に販売 しているようである [WD, bvse]。

一方、家庭 か らでる紙 ごみは、かつては暖炉で燃やす などして各家庭で処理 されていた。 し

か し、1960年 代後 半か らの暖房 システムの変化や包装材の普及によって紙 ごみが増加 した こと

や、それに並行 した環境意識 の高ま りを受けて、1970年 代以降 自治体が家庭か らの古紙の回収

に取 り組む ようにな った。た とえば、ボン市ではお よそ30年 前か ら紙 とガラスの回収 を無料

で行 ってきた とい う。 この場合にも、古紙 は新聞な ら新聞だけで束ね るとい う、比較的 日本に

近 い回収 システムが採 られて いたようである [BDE, Bonn]。

さ らに、 ドイツの廃棄物処理 システムにお いて特徴 的なのは、家庭系廃棄物の収集 ・処理の

分野に対 して私企業 の進出が進んでいることで ある。 自治体の財政難 を理 由に1960年 代か ら

進出が始 ま り、現 在では ドイツ全国のおよそ60%の 自治体が清掃事業 を民間に委託 してお り、

独立採算で経営 している業者もある とのことである [BDE]。

以上のよ うな 前提 となる特徴 を確認 した上で、 ここでは ドイツの リサイクル業界の特徴 を次

の6つ のキー ワー ドを用いて整理す る。すなわち、契約化 ・国際化 ・流通の効率化 ・大規模化 ・

多角化 ・回収 の効率化である。 このうち、契約化 と国際化はデ ュアルシステムが導入される以

前か らドイツの業界が有 していた特徴であ り、それ以外 はデュアル システム導入に伴って発生

した業界の構 造変化 に由来する特徴で あるといえる。以下、デュアル システム導入の前後 を区

分 した上で順 にそれぞれの特徴 をまとめる。
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契約化

市場取 引によって 回収費用を賄うことができな い家庭系の古紙 につ いては、業者が回収す る

場合には排出者 (自治体) と契約 を結ぶ ことによって、排 出者が回収費用 を負担 している。 日

本 と異な り、早い時期 に家庭系の古紙が市場価値 を失 い、家庭 系の古紙が回収 され ない時期が

存在 したため、回収 の再開にあたっては 自治体が独 自に行 うか、業者 に委託する という形態 に

なった。業者委託の場合、行政か ら相応の委託料が支払われ るため、業者 は古紙の市況 に関わ

らず回収 を行 うことがで きる。つま り、 ドイツにお いては家庭 系の古紙 の回収は市場ベースで

は成 り立たなか ったため、当初か ら自治体の廃棄物減量化対策 の一環 として 自治体 の負担で行

われていたといえ る [bvse, BDE]。 ただ し、委託す る業者の選定 にあたって業者間の競争が起 こ

り、古紙 の売却益 を期待 して委託料ゼ ロで 引き受 ける業者 もあった とい う。 市況の良い時期 に

こういった条件で長期の契約を結んで しまった業者 は、昨今 は苦 しい経営 を強い られる ことに

なって いる [Int, JS]。

国際化

ドイツの場合 、紙製品について も古紙 につ いて も、元来広 くヨー ロッパ全体 の市場の中で流

通 していた。 したが って、国内で余剰古紙が発生 した場合 にはそれ を輸出す る ことで需給バ ラ

ンスを確保す る ことが可能であった。さ らに、デュアル システム導入以降 はアジアの古紙市場

にも積極的 に輸出 を行 うことで、余剰の放出 を行った [SKP]。 ヨーロ ッパ はアジアか ら大量 の

電気製品を輸入 してお り、その帰 りの船を利用する ことで、古紙を割安 に輸出す る ことができ

たとい う業者 もあった [BDE]。 図 付4.3に 日本 と ドイツの古紙貿易量の時系列を示す。

図 付4.3 日本と ドイツの古紙貿易量の推移

日本: (財) 古紙再生促進センター資料よ り作成、 ドイツ: ドイツ製紙連合会資料より作成
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また、ドイツにおいては回収率 (70%程 度) と利用率 (60%程 度) に大 きな開きがある (図 付

4.1参 照)。 これ も、国内では需要のない古紙 を輸出している ことの現れ といえる。実際、デュ

アル システム導入以前か ら、国内で 回収 された古紙 の21%を 輸 出していた (導 入前5年 間の平

均値) 。 この傾向は導入後 さらに加速 し、導入後5年 間の平均値は26%へ と拡大 している。

流通の効率化

ドイツの古紙流通に関す る日本 との大 きな違いは、中間に問屋が存在せず回収業者が メーカ

ー と直接取 引を行 う点にある [WD, SKP]。 日本では、回収 された古紙の分別 ・梱包 ・一時貯蔵、

そ してメーカーへの販売が問屋の役割 となって いるが、 ドイツでは これ らを回収業者が行 うの

が主流である。 この流通過程のシンプル さが、 ドイツの古紙価格の持つ以下のよ うな特徴の 一

因とな って いる と考 え られ る。第1に 、 日本に比べて古紙価格が相対的に安 いことである。段

ボール古紙 の近年の価格で比較 した場合、 日本ではメーカーの買い取 り価格がキ ロあた り10

円か ら15円 程度であるのに対 し、 ドイツでは トンあた り50マ ルク程度 となってお り、1マ ル

ク80円 として換算す ると、キ ロあた り4円 程度とい うことになる。 もちろん、 この価格差 に

は両国の回収 システムの違 いや回収 された古紙の品質の違いなども影響 しているはずで あり、

単純 に換算 して比較する ことは必ず しも適 当ではない。 しか し、流通過程 における中間マージ

ンの有無 も無視できない要因と考 え られ る。

第2に 、 日本 に比べて古紙価格 の変動が激 しいことで ある。 日本 においては、問屋が古紙の

一時貯蔵 など市場のバ ランスを維持す る機能を持 って いるため、古紙価格の変動がある程度緩

和 されて いるといわれ る。ドイツの古紙 流通過程には こういった機能が備わ っていない ことが、

2年 間で価格が6倍 以上にも上下す る といった激 しい価格変動の一因 となっていると考 えられ

る。ただ し、 日本では回収率 ・利用率 ともにほぼ一定の定常状態 にあるのに対 し、 ドイ ツでは

現在 ちょうどリサイクルの拡大期 にあるという両国の状況の違 いも、価格変動の違 いに関係 し

ている可能性が ある ことに留意する必要がある。

付4.3 デ ュアルシステム

ドイツの リサイ クル ・システムというとデ ュアルシステムがそ のもっとも大きな特徴 とされ

る。しか し、デュアル システムはあ くまで も包装材の リサイ クルのみ を目的 とした ものであ り、

紙資源の中では紙袋や紙箱、牛乳パ ックといった紙製包装材のみが対象 とされて いる。制度的

には、新聞や雑誌など多 くの紙資源はそ の対象外 となっている。に もかかわ らず、デュアルシ

ステムの回収 システムや回収組織 の整備に伴 い、包装材以外 の リサイクルの分野 にも大 きな波

及効果が 生 じた。残 りの3つ のキーワー ドは、デュアル システム導入に伴 う副作 用と大きく関

係 しているため、まずデュアル システム 自体 について簡単 にま とめる。なお、設立当初の状況
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につ いて は 在 日 ドイ ツ商 工 会 議 所 (1992) に 詳 しい。 そ の 後 の 動 向 につ い て は植 田 ・喜多 川

(2001) な ど を参 照 。

設立経緯

ドイ ツでは1980年 代後半か ら、廃棄物処分場の涸 渇や焼却施設建設へ の反対、そ して廃棄

物 自体の増加が社会問題 となった。これ に対 し、廃棄物の中で容積比で50%余 りを占める包装

材に着 目し、新 たな 回収 ・再生システムの構築 を産 業界に義務づ ける包装廃棄物規制令が1991

年に施行 された。 この政令では、すべての包装材について、使 用後 当該産 業が 回収 し、公共の

ごみ処理サー ビス以外のルー トで 再利用 または再生 しな ければな らな いとされ た。

この個別回収 の義務 を個 々の企 業が果たすのは困難で あり、その代替 として 全国規模で包装

材の回収 を組織す るデ ュアル システムが構築 される ことになった。 この システムの調整役 とし

てDSD社 が設立 された。システムに参加する企業はライセ ンス料 をDSD社 に支払うことで個

別回収の義務を免除され、一方DSD社 は企業の支払 うライセ ンス料 を財源 として回収再生シ

ステ ムの整備 を行 う。なお、当初 ライセ ンス料は品 目によ らず一律に課せ られていたが、後に

使用する包 装材の素材 ・重量 ・体積に応 じた算定方法へ と変更 された。

回収システム

デ ュアルシステム導入後の家庭 か らの廃棄物 ・資源回収 システムは、おお よそ次 のよ うにな

って いる。 フランクフル ト市を例 に取 ると [FES]、 家庭 には、黒 ・緑 ・黄色 の3種 のコンテナ

が配布 されている。黄色が紙 とガラス以外の包装材。緑がすべての紙で、黒がそれ以外の ごみ、

という分別である (図 付4.4)。 ガラスに関 しては街頭 に透明 ・緑 ・茶色 の色別の回収 コンテ

ナを設置 し、住 民はそのコンテナまで運んでいくことになっている。政令によって、デ ュアル

システムの回収 システムは各 自治体 の従来の ごみ処理 システムと調和 させる ことが義務づけ ら

れ ているため、必ず しも上記の システム となって いるわけではない。実際ボ ン市で は紙は青の

コ ンテナで回収 され、かわ りに緑 の コンテナで は生 ゴミが回収 され コ ンポ ス ト化 され ている

[Bonn]。

図 付4.4 コンテナの種類 と費用負担者 (フ ランクフル ト市の例)
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図 付4.5 デ ュアルシステム におけるものの流れ と資金の流れ

DSD社 の役割は、回収 システムの コーデ ィネー トと資金提供 をす ることにあ り、独 自に回収

事業 を行 うわけで はな い。全国の20%は 自治体 に黄色およびガ ラスのコンテナの回収を依頼 し、

残 りの地域は業者に回収 を委託 してそれぞれ費用を支払って いる [DSD]。 さ らに、紙につ いて

は回収量 の25% (重量比) が包装材 由来である とし、そ の分の回収費用 をDSD社 が負担する

とい う契約 を結んでいるとい う。住民が直接 費用負担 をす るのは黒いコンテナのそ の他 ごみの

分だけであ り、包装材以外の紙 の回収費用につ いては、その売却益によって賄 うという方針 と

な っているようである [FES, Bonn]。

回収組織と契約

デュアル システム における回収か ら再生 までの組織は、おおよそ以下のようになって いる (図

付4.5)[DSD]。 包装材の回収については、先 に述べたように各地の 自治体 あるいは業者 (Waste

Management Company) に委託 し、必要な回収費用を支払 う。 この時、業者の選定 は自治体の

合意の もとでDSD社 が行い、1自 治体 につ き1業 者 と契約す ることとされて いる。契約は5

年以上の長期 間に渡って結 ばれ る。一方、回収 され品 目ごとに選別された再 生資源は、紙 ・ガ

ラス ・プラスチ ックな ど品目ごとにDSD社 と契約 した保証人業者 (guarantor) が回収業者か ら

引き取 り、確実 に再生利用される ことを保証す ることとされている。プラスチ ックにつ いては

ドイツにおいても未だ再生資源の市場が成立 していないため、DSD社 か ら保証人業者に再生に

必要な資金が供給 されているが、その他の品 目に関 してはDSD社 と保証人業者 との間に資金

のや りとりはない。保証人業者は回収業者 と個別 に契約を結び、回収された資源を無償あるい

は有償で引き取 って再生資源市場で販売 している。

付4.4 デ ュアルシステム以降

1991年 の包装廃棄物規制令の施行によ り、以上のよ うな システムが全国規模で導入された こ

とで、 リサイ クル業界 にも大きな影響が及んだ。
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大規模化

DSD社 と回収業者 との契約の指針である 「1自 治体 につ き1業 者」の規定 を満たす ことので

きる業者 は ドイツには少な く、結果 として1業 者が代表 してDSD社 と契約を結び、多 くの業

者がその下請 けをす るとい う形態が各地でできあがった [bvse]。DSD社 との契約 は長期的かつ

条件の良いものであったため、契約 を結んだ業者は経営が安定 し大規模 な設備投資 も可能 とな

った。 これ によ って回収 ・選別 システムの効率化が進 んだ。一方、下請けに回った業者 は大業

者 にマー ジンを取 られて苦 しい経営 を余儀 な くされた。結果 と して、DSD社 と契約を結ぶ こと

のできた大規模 業者 と、契約できなかった中小の業者 という二極分化、大規模業者による系列

化が進 んだ [GPR]。 た とえば、今回訪問 したErich Boehm社 は、 もともとErich氏 が始めた

親族企業がBoehm familyの 傘下に入 った もので ある [EB]。 また、中小の業者の中には産業系

の古紙回収 に業務 を絞 り、家庭系の業者 と住みわ ける ことで生き残 りをはかる ところ もある

[WD]。

多角化

大規模化 と並行 して、紙やガラス といった特定の品 目のみを扱 っていた業者が他品目を扱 う

よ うにな る多 角化の動きも進んだ。 これ は、上述 のDSDの 契約規定によって他品 目業者間の

合併が促進 された ことと共に、再生資源の市況の変動に伴 うリスクを分散 させる という経営安

定化戦略の結果で もある。ハンブルクのSKP社 のよ うに、古紙回収量の全国 シェア20%を 占

め、かつ紙以外 の包装材 の回収や家電製品の リサイ クル、都市清掃 まで手が ける業者 も出現 し

た [SKP]。 古紙 リサイクル業者 の団体 と して1949年 に設立 された組織が、1993年 に二次原料

一般 の業者の団体 として衣替え し、会員社数 を150社 か ら700社 へと大 き く増や して いる事実

も、 この取扱 品 目多様化の動きの現れ といえよ う [bvse]。

回収の効率化

デュアル システムの導入は、紙 自体の回収 システムをも大きく変化 させ ることにな った。回

収 システム構 築に際 して、回収費用の削減 を目的として 「1素 材につ き1コ ンテナ」 という原

則が用 いられたため、新聞 ・雑誌などの印刷 用紙 とデュアル システムの扱 う包装用紙 をすべて

まとめて一つのコンテナで紙 として回収する こととなった [BDE, bvse]。これ によって古紙 の回

収につ いては効率化が図られたが、回収 された古紙 は混合古紙 というもっとも品質 の悪い分類

で扱われ ることにな り、回収後の再利用を考 える上ではか えって不利な システムとな って しま

った。デ ュアル システムの導入 に伴 う消費者の リサイクル行動の高 ま りとも呼応 して、 もっと

も需要 の少ない古紙が大量に回収される ことにな った。
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リサイクル業界の経営状況

デュアル システム導入以降の リサイクル業界 については、以上の分析か ら次のようにその経

営状況をまとめ る ことができる。 まず、制度 的には包装材以外の紙 についてはDSD社 か ら資

金 を受け取 る ことができないため、原則的には市場取 引による販売利益によって回収費用を賄

う ことになる。 しか し、特に家庭系に関 しては紙 だけを扱 う業者は少な く、他の品 目を扱 うこ

とで市況の悪化 に対応できるようにな り、また包装材 を扱 う場合にはDSD社 か らの資金供給

を受 ける こともできるよ うにな った。したが って、DSD社 との直接契約が可能な大規模業者 に

関 しては、安定経営が保証 されて いるといえる。一方、直接契約が結べなかった 中小の業者は、

市況の悪化 も相 まって苦 しい経営を余儀な くされて いる。伝統的な紙だけの回収システムや紙

の回収業者がデ ュアル システムの導入 によって淘汰 され、大規模 な リサイクル業者や廃棄物処

理業者が リサイ クル、廃棄物処理、清掃各業種を統合 したよ り幅広 い業務へ と進出 している状

態 にある といえる。

このよ うに、デュアルシステムはそ の契約形態のために地域的な独 占状態 をもた らしている

といえる。 もちろん一方では、大規模業者を保護育成 し効率的な回収 システム を構 築するとい

うメリッ トも考 えることはできるが、望ま しい状況 とは言 い難い。 これ に対 してEUか らクレ

ー ムが付き、1999年 以降それまでの契約形態が見直 され ることになった とい う。具体 的には、

調査時点に結 ばれて いた契約 はいったんすべて破棄 し、あ らためてEUの 管理の もと入札によ

って短期の契約 を行 うこととされた。 これによって 中小の業者 には新たなチャンスが生まれ る

が、大規模業者 にとって は経営の保証がなくなるか もしれな い危機 とな り、もう一段 の構造変

革につなが る可能性 もある [bvse]。

付4.5 まとめ

日本のリサイクル業界との比較

ドイ ツの リサイクル業界の持つ六つ の特徴 のうち、契約化 と国際化 については日本で もそ の

兆 しがあ らわれ始めて いる。契約化 については、事業 系のオフィス古紙回収に際 して排出者が

回収業者 と契約 を結び委 託料を支払 う 「オフィス町内会」 の試 みがそ の先駆 といえる (高杉

1991)。 一方家庭 系の古紙 回収 に関 して は、 自治体か らの補助金はその多 くが逆有償 の補填 と

して住民側 に流れている。業者 との直接契約 と異な り、未だに市場取 引を基本とした回収 シス

テムを指向 した政策が採 られて いるといえる。 ドイツと異な り、 自治体が清掃事業を民間に委

託 していな い ことや、市場 に依拠 した回収 システムが継続 して きた ことが、契約化を進める上

では障害 とな ると考え られ る。
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国際化 につ いては、図 付4.3に 示 した 日本の古紙貿易のデータにおいても、1997年 か ら古

紙 の輸出が急増 している。 ドイツの業者か ら見る と、 日本か ら輸 出される古紙は ヨーロッパか

らのものよ りも質が高い うえに安 く出回って いるため、台湾や イ ン ドネ シアな どのアジア市場

で競合 したヨー ロッパのシェアを圧 迫 し始めているという [SKP]。 こうした国際化の問題 につ

いては、第5章 で詳 しく扱 っている。

残 りの三つ の特徴 をもた らした業界 の構造改革 について は、 ドイツの場合に もデ ュアル シス

テム導入に伴 う外圧が原因だった ことを考慮す ると、 日本 にお いて内発的 に発生す る可能性 は

少ない。 したがって当面は、古紙輸出による需給調整が主要 な経営安定化 の手段 となると考 え

られる。

回収費用の負担

ドイ ツにおいては、紙の リサイクルにつ いてはやや変則的なかたちで回収および再生が進 め

られてきた といえる。すなわち、DSD社 か らの資金、つま り包装材 メーカーの支払うライセ ン

ス料が、包装材以外の回収費用をも間接 的に賄 って いる と考 える ことができる。 これ によって

ドイツにお ける急速な古紙回収量 の増加が保証 されて きた。一方 、 日本にお いて現状 の打開を

考える場合には、二段階の場合分けが考え られ る。まず、古紙 の回収 をあ くまで も市場取 引を

基本 として進 めるのか、あるいは廃棄物減量化策の一環 としてデ ュアル システムのよ うに再生

資源市場の外部か ら費用を調達すべきか という問題がある。前者の場合 には特 に、早急 な古紙

需要の拡大が不可欠 となる。さもなけれ ば早晩回収 システ ムが破綻するおそれがある。

後者の場合 には、費用負担の配分について考えなければな らない。 自治体が負担す るのかあ

るいはメー カーの負担かによって、リサイ クル社会 に与える影響 も大き く異なる と考 えられる。

その際、「紙 か ら紙へ」という閉 じた物質循環の特質 について も、考慮す るべ きであろう。すな

わち、プラスチ ックな どと異な り回収 された古紙は再び製紙 メーカーの主要な原材料 として用

い られるのであ り、 メーカーによる回収費用の負担が同時 に 自身の原料調達費用の軽減 として

解消 され る可能性が あるとい うことである。 メーカーの追加 的費用負担が軽減 されるだ けでな

く、自主的な再生利用の割合が高 いほど負担 した費用 をよ り多 く回収する ことができるため、

再生資源利用の拡大へのインセ ンティブ効果 を期待す ることも可能 と考え られる。
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付 録5 OPERA-W構 造 式

インデックス

i, j: 商 品  e: エ ネ ル ギー  m: 非 エ ネル ギ ー 財

生産部門

第一段 階 (国 内生産)

Zj 国内生産

Pdj Xjの 需要者価格

Pxj Zjの 需要者価格

XKELj 資 本 ―エ ネル ギ ー ―労 働 合成 財

PKELj XKELjの 価 格

Xij 中間投 入

sbj 補 助金 率 (外 生)

第二段階 (資 本 ―エネルギー ―労働合成財)

XKEj 資本-エ ネル ギ ー 合成 財

PKEj XKEjの 価 格

XLj 労働 需 要  PL労 働価格

第三段階 (資 本―エネルギー ―合成財)

XEj エ ネル ギ ー合 成 財  PEj XEjの 価 格

XKj 資本需 要  PK資 本価格
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第四段階 (エ ネルギー合成財)

輸出入と海外部門

輸出

EXi 輸 出 Di 国 内 財

輸入

Qi Armington合 成 財 IMi 輸 入

国際収支

PEXi 輸 出価 格 (円 建 て) πiEX 輸 出価 格 (ド ル 建て) (外 生)

PIMi 輸 入価 格 (円 建 て) πiIM 輸 入価 格 (ド ル 建て) (外 生)

ε 為 替 レー ト SF 外 国 貯蓄 (外 生)

最終需要部門

家計部門

Ci 第i財 への家計消費 SP 家計貯 蓄 (貯蓄率外 生)

TD 直接税収入 TR 所得移 転
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政府部門

Gi 第i財 への政 府 消費

SUB 補 助金 総額 (各部 門へ の補助 金 率外 生)

SG 政 府貯 蓄 (貯 蓄率 外 生)

TO 生 産物 税収

TIM 輸 入税 収

TW 廃 棄物 税収

ttiO 生産物 税率 (外 生)

ttiIM 輸 入税 率 (外 生)

投資部門

INVi 第i財 への投 資需 要

市場均衡条件

Ks 総資本所有 Ls 総労働保有
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排出部門

廃棄物の排出と制約

廃棄物税の価格への転嫁

廃棄物税収

ttW 廃 棄物税 率

Wi 第i財 に よる廃 棄 物排 出 量

WW 廃 棄物 総排 出 量

TWCi 変 換係 数

Piq Qiの 供給 者価 格

Pid Qiの 需 要者価 格

PijdIND 第j産 業 にお け るXijの 需 要 者価 格

以上
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